
議案第 1号

令和元年度船橋市一般会計補正予算

令和元年度船橋市の一般会計の補正予算は、次に定めるところによる。

なお、平成 31年度船橋市の一般会計予算を令和元年度船橋市の一般会計予算に読み替

えている。

(歳入歳出予算の補正)

第 1条歳入歳出予算の総額iこ歳入歳出それぞれ 208，087千円を追加し、歳入歳出

予算の総額を議入歳出それぞれ 212， 368，087千円とする。

2 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予

算の金額は、 「第 1表 歳入歳出予算補正」による。

令和元年 5月 30 S提出

船橋市長 松戸 撤
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第 1表歳入歳出予算補正

歳 入 (単位:千円)

款 項 補正前の額 補 正 額 計

60 匡車支出金 38，484，500 104，043 38，588，543 

10 国庫負担金 29，674，380 104，043 29，778，423 

65 県支出金 11，045，900 52，022 11， 097， 922 

10 県負担金 7，294，790 52，022 7，346，812 

80 繰入金 4，582，700 52，022 4，634， 722 

10 基金繰入金 4，582，400 52，022 4，634，422 

歳 入 i口k 計 212，160，000 208，087. 212，368，087 
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一般会計

歳 出 (単位:千円)

款 項 補正前の額 補 正 額 計

20 民生費 94，328，900 208，087 94，536，987 

10 社会福祉費 33，482，870 208，087 33，690，957 

議 出 メ口玉、 計 212，160，000 208，087 212，368，087 
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議案第 2号

令和元年度船犠市介護保険事業特別会計補正予算

令和元年度船矯市の介護保険事業特如会計の補正予算は、次に定めるところによる。

なお、平成 31年度船積市の介護保険事業特別会計予算を令和元年度船議市の介護保険

事業特別会計予算に読み番えている。

(歳入歳出予算の補正)

第 1条歳入歳出予算の補正の款項のs分及び当該区分ごとの金額並びに捕正後の議入歳

出予算の金額は、 「第 1表 議入歳出予算捕正Jによる。

令和元年 5月 30日提出

船橋市長 松戸 徹
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第 1表歳入歳出予算補正

歳 入 (単位:千円)

款 項 補正前の額 補 )五 額 ~'I・

10 介護保険料 9，604，000 ム208，087 9，395，913 
一-^'"一一~……一一、井町

10 介護保険料 9.604，000 ム208，087 9，395，913 
一一一町 一一一 一一一一%

40 繰入金 7，067，200 208.087 7.275，287 
ψ -リー 刊一一一----~"."

10 他会計繰入金 6.391，980 208，087 6，600，067 
十一切~ 弘一 一一一一町一 ー が

議 入 ~、君~i. 43，327，000 O 43，327，000 
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議案第 3号

令和元年度船橋市一般会計補正予算

令和元年度船橋市の一般会計の補正予算は、次に定めるところによる。

(歳入歳出予算の補正)

第 1条歳入歳出予葬の総額に歳入歳出それぞれ 142， 414千円を追加し、歳入歳出

予算の総額を歳入歳出それぞれ 21 2 ， 5 1 0， 5 0 1千円とする。

2 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の議入歳出予

算の金額は、 「第 1表 歳入歳出予算補正j による。

(債務負担行為の補正)

第 2条 債務負担行為の追加は、 「第 2表 債務負担行為補正」による。

(地方積の補正)

第 3条 地方債の変更は、 「第 3表 地方債補正Jによる。

令和元年 5丹 30日提出

船橋市長 松戸 徹
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第 1表歳入歳出予算補正

歳 入 (単位:千円)

款 項 補正前の額 補 正 額 計

60 国庫支出金 38，588，543 43， 823 38，632，366 

15 国庫補助金 8，683，330 43，823 8，727， 153 

65 県支出金 11，097，922 2，336 11， 100，258 

15 県補助金 2，333，780 2，336 2，336， 116 

80 繰入金 4，634，722 57，555 4，692，277 

10 基金繰入金 4，634，422 57， 555 4，691，977 

95 市{責 20，116，300 38， 700 20，155，000 

10 市債 20，116，300 38， 700 20，155，000 

歳 ，入 lロh、 計 212，368，087 142，414 212，510，501 
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一般会計

歳 出 (単位:千円)

款 項 補正前の額 祷 正 額 計

15 総務費 15， 141，300 18，638 15，159，938 

10 総務管理費 11，466，990 18，638 11，485，628 

20 民生費 94，536，987 65，371 94，602，358 

15 児童福祉費 43，640，110 65，371 43，705，481 

45 土木費 20，587，000 58，405 20，645，405 

15 道路橋りょう費 4，435，760 43，905 4，479，665 

35 住宅費 797，920 14，500 812，420 

歳 出 i口b、 計 212，368，087 142，414 212，510，501 
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第2表債務負担行為補正

(追加)

事 項 期 間 限 度 額

外国人総合相談窓口業務委託料 令和元年度~令和2年度 20，000千円
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第3表地方債補正

(変更)

一，--I--=.t-・事， .， 

限 度 額
起債の目的

補五前の額 補 正 額 計

交通安全施設整備事業 526，500 38，700 565，200 

，-.-よ~畠 I I .J / 

隈 産 額

起 債 全 体 言十
補正前の額 補 正 額 計

20，116，300 38，700 20，155，000 
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議案第４号 

 

 一般職の職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部を改正する条例を次のように制定

する。 

 

  令和元年５月３０日提出 

 

                        船 橋 市 長  松  戸   徹 

 

 

   一般職の職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部を改正する条例 

 

 一般職の職員の勤務時間、休暇等に関する条例（平成７年船橋市条例第２号）の一部を

次のように改正する。 

 第８条に次の１項を加える。 

３ 前項に規定するもののほか、同項に規定する正規の勤務時間以外の時間における勤務

に関し必要な事項は、規則で定める。 

附 則 

この条例は、令和元年８月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

理 由 

  

 国、県及び近隣市等との均衡を図るため、正規の勤務時間以外の時間における勤務につ

いて、所要の改正を行う必要がある。これが、この条例案を提出する理由である。 
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議案第５号 

 

 船橋市市税条例等の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

 令和元年５月３０日提出 

 

                        船 橋 市 長  松  戸   徹 

 

 

   船橋市市税条例等の一部を改正する条例 

 

 （船橋市市税条例の一部改正） 

第１条 船橋市市税条例（昭和２９年船橋市条例第３０号）の一部を次のように改正する。 

第３４条の６第１項中「においては」を「には」に改める。 

附則第６条中「平成３４年度」を「令和４年度」に改める。 

附則第７条の３の２第１項中「平成４５年度」を「令和１５年度」に、「平成３３年」

を「令和３年」に改める。 

附則第８条第１項中「平成３３年度」を「令和３年度」に改める。 

附則第９条の前の見出し中「寄附金控除額」を「寄附金税額控除」に改め、同条第１

項中「によって」を「により」に改める。 

附則第９条の２中「においては」を「には」に改める。 

附則第１１条の見出し中「平成３２年度」を「令和２年度」に改める。 

附則第１１条の２の見出し中「平成３１年度」を「令和元年度」に、「平成３２年度」

を「令和２年度」に改め、同条第１項中「平成３１年度分」を「令和元年度分」に、「平

成３２年度分」を「令和２年度分」に改め、同条第２項中「平成３２年度分」を「令和

２年度分」に改める。 

附則第１２条（見出しを含む。）、第１２条の３及び第１３条（見出しを含む。）中「平

成３２年度」を「令和２年度」に改める。 

附則第１３条の２第３項の表第１項中表以外の部分の項中「本条」を「この条」に改

める。 
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附則第１３条の３中「平成３２年度」を「令和２年度」に改める。 

附則第１５条第１項中「平成３２年度」を「令和２年度」に改め、同条第２項中「平

成３３年３月３１日」を「令和３年３月３１日」に改める。 

附則第１６条中「平成３１年度分」を「令和元年度分」に改める。 

附則第１７条の２第１項及び第２項中「平成３２年度」を「令和２年度」に改める。 

附則第２２条第２項中「平成３３年度」を「令和３年度」に改め、同条第３項中「の

各号」を削る。 

附則第２３条第１項中「平成３５年度」を「令和５年度」に改める。 

第２条 船橋市市税条例の一部を次のように改正する。 

第３６条の２中第８項を第９項とし、第７項を第８項とし、第６項を第７項とし、第

５項の次に次の１項を加える。 

６ 第１項又は前項の場合において、前年において支払を受けた給与で所得税法第１９

０条の規定の適用を受けたものを有する者で市内に住所を有するものが、第１項の申

告書を提出するときは、法第３１７条の２第１項各号に掲げる事項のうち施行規則で

定めるものについては、施行規則で定める記載によることができる。 

第３６条の３の２の見出し中「扶養親族申告書」を「扶養親族等申告書」に改め、同

条第１項中「同項の」を「同項に規定する」に改め、同項第３号を同項第４号とし、同

項第２号の次に次の１号を加える。 

⑶ 当該給与所得者が単身児童扶養者に該当する場合には、その旨 

第３６条の３の３の見出し中「扶養親族申告書」を「扶養親族等申告書」に改め、同

条第１項中「第２０３条の５第１項」を「第２０３条の６第１項」に改め、「ならない者」

の次に「又は法の施行地において同項に規定する公的年金等（所得税法第２０３条の７

の規定の適用を受けるものを除く。以下この項において「公的年金等」という。）の支払

を受ける者であって、扶養親族（控除対象扶養親族を除く。）を有する者若しくは単身児

童扶養者である者」を加え、「同項の」を「所得税法第２０３条の６第１項に規定する」

に、「同項に規定する公的年金等」を「公的年金等」に改め、同項第３号を同項第４号と

し、同項第２号の次に次の１号を加える。 

⑶ 当該公的年金等受給者が単身児童扶養者に該当する場合には、その旨 

第３６条の３の３第２項中「第２０３条の５第２項」を「第２０３条の６第２項」に

改め、同条第４項中「第２０３条の５第５項」を「第２０３条の６第６項」に改める。 
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第３６条の４第１項中「によって」を「により」に、「同条第７項」を「同条第８項」

に、「第８項」を「第９項」に、「においては」を「には」に改める。 

附則第１５条の２の２を附則第１５条の２の３とし、附則第１５条の２の次に次の１

条を加える。 

（軽自動車税の環境性能割の非課税） 

第１５条の２の２ 法第４５１条第１項第１号（同条第４項において準用する場合を含

む。）に掲げる三輪以上の軽自動車（自家用のものに限る。以下この条において同じ。）

に対しては、当該三輪以上の軽自動車の取得が令和元年１０月１日から令和２年９月

３０日までの間（附則第１５条の７第３項において「特定期間」という。）に行われた

ときに限り、第８０条第１項の規定にかかわらず、軽自動車税の環境性能割を課さな

い。 

附則第１５条の３に次の３項を加える。 

２ 千葉県知事は、当分の間、前項の規定により行う軽自動車税の環境性能割の賦課徴

収に関し、三輪以上の軽自動車が法第４４６条第１項（同条第２項において準用する

場合を含む。）又は法第４５１条第１項若しくは第２項（これらの規定を同条第４項に

おいて準用する場合を含む。）の適用を受ける三輪以上の軽自動車に該当するかどうか

の判断をするときは、国土交通大臣の認定等（法附則第２９条の９第３項に規定する

国土交通大臣の認定等をいう。次項において同じ。）に基づき当該判断をするものとす

る。 

３ 千葉県知事は、当分の間、第１項の規定により賦課徴収を行う軽自動車税の環境性

能割につき、その納付すべき額について不足額があることを附則第１５条の５の規定

により読み替えられた第８１条の６第１項の納期限（納期限の延長があったときは、

その延長された納期限）後において知った場合において、当該事実が生じた原因が、

国土交通大臣の認定等の申請をした者が偽りその他不正の手段（当該申請をした者に

当該申請に必要な情報を直接又は間接に提供した者の偽りその他不正の手段を含む。）

により国土交通大臣の認定等を受けたことを事由として国土交通大臣が当該国土交通

大臣の認定等を取り消したことによるものであるときは、当該申請をした者又はその

一般承継人を当該不足額に係る三輪以上の軽自動車について法附則第２９条の１１の

規定によりその例によることとされた法第１６１条第１項に規定する申告書を提出す

べき当該三輪以上の軽自動車の取得者とみなして、軽自動車税の環境性能割に関する
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規定を適用する。 

４ 前項の規定の適用がある場合における納付すべき軽自動車税の環境性能割の額は、

同項の不足額に、これに１００分の１０の割合を乗じて計算した金額を加算した金額

とする。 

附則第１５条の７に次の１項を加える。 

３ 自家用の三輪以上の軽自動車であって乗用のものに対する第８１条の４（第２号に

係る部分に限る。）及び前項の規定の適用については、当該軽自動車の取得が特定期間

に行われたときに限り、これらの規定中「１００分の２」とあるのは、「１００分の１」

とする。 

附則第１６条中「附則第３０条」を「附則第３０条第１項」に改め、「指定」の次に「（次

項から第４項までにおいて「初回車両番号指定」という。）」を加え、同条に次の３項を

加える。 

２ 法附則第３０条第２項第１号及び第２号に掲げる三輪以上の軽自動車に対する第８

２条の規定の適用については、当該軽自動車が平成３１年４月１日から令和２年３月

３１日までの間に初回車両番号指定を受けた場合には令和２年度分の軽自動車税の種

別割に限り、当該軽自動車が令和２年４月１日から令和３年３月３１日までの間に初

回車両番号指定を受けた場合には令和３年度分の軽自動車税の種別割に限り、次の表

の左欄に掲げる同条の規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げ

る字句とする。 

第２号ア(ｲ) ３，９００円 １，０００円 

第２号ア(ｳ)（i） ６，９００円 １，８００円 

１０，８００円 ２，７００円 

第２号ア(ｳ)（ii） ３，８００円 １，０００円 

５，０００円 １，３００円 

３ 法附則第３０条第３項第１号及び第２号に掲げる法第４４６条第１項第３号に規定

するガソリン軽自動車（以下この項及び次項において「ガソリン軽自動車」という。）

のうち三輪以上のものに対する第８２条の規定の適用については、当該ガソリン軽自

動車が平成３１年４月１日から令和２年３月３１日までの間に初回車両番号指定を受

けた場合には令和２年度分の軽自動車税の種別割に限り、当該ガソリン軽自動車が令

和２年４月１日から令和３年３月３１日までの間に初回車両番号指定を受けた場合に

は令和３年度分の軽自動車税の種別割に限り、次の表の左欄に掲げる同条の規定中同
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表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

第２号ア(ｲ) ３，９００円 ２，０００円 

第２号ア(ｳ)（i） ６，９００円 ３，５００円 

１０，８００円 ５，４００円 

第２号ア(ｳ)（ii） ３，８００円 １，９００円 

５，０００円 ２，５００円 

４ 法附則第３０条第４項第１号及び第２号に掲げるガソリン軽自動車のうち三輪以上

のもの（前項の規定の適用を受けるものを除く。）に対する第８２条の規定の適用につ

いては、当該ガソリン軽自動車が平成３１年４月１日から令和２年３月３１日までの

間に初回車両番号指定を受けた場合には令和２年度分の軽自動車税の種別割に限り、

当該ガソリン軽自動車が令和２年４月１日から令和３年３月３１日までの間に初回車

両番号指定を受けた場合には令和３年度分の軽自動車税の種別割に限り、次の表の左

欄に掲げる同条の規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字

句とする。 

第２号ア(ｲ) ３，９００円 ３，０００円 

第２号ア(ｳ)（i） ６，９００円 ５，２００円 

１０，８００円 ８，１００円 

第２号ア(ｳ)（ii） ３，８００円 ２，９００円 

５，０００円 ３，８００円 

附則第１６条の２を次のように改める。 

（軽自動車税の種別割の賦課徴収の特例） 

第１６条の２ 市長は、軽自動車税の種別割の賦課徴収に関し、三輪以上の軽自動車が

前条第２項から第４項までの規定の適用を受ける三輪以上の軽自動車に該当するかど

うかの判断をするときは、国土交通大臣の認定等（法附則第３０条の２第１項に規定

する国土交通大臣の認定等をいう。次項において同じ。）に基づき当該判断をするもの

とする。 

２ 市長は、納付すべき軽自動車税の種別割の額について不足額があることを第８３条

第２項の納期限（納期限の延長があったときは、その延長された納期限）後において

知った場合において、当該事実が生じた原因が、国土交通大臣の認定等の申請をした

者が偽りその他不正の手段（当該申請をした者に当該申請に必要な情報を直接又は間

接に提供した者の偽りその他不正の手段を含む。）により国土交通大臣の認定等を受け

たことを事由として国土交通大臣が当該国土交通大臣の認定等を取り消したことによ

るものであるときは、当該申請をした者又はその一般承継人を賦課期日現在における
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当該不足額に係る三輪以上の軽自動車の所有者とみなして、軽自動車税の種別割に関

する規定（第８７条及び第８８条の規定を除く。）を適用する。 

３ 前項の規定の適用がある場合における納付すべき軽自動車税の種別割の額は、同項

の不足額に、これに１００分の１０の割合を乗じて計算した金額を加算した金額とす

る。 

第３条 船橋市市税条例の一部を次のように改正する。 

第２４条第１項第２号中「又は寡夫」を「、寡夫又は単身児童扶養者」に改める。 

附則第１６条第１項中「第４項」を「第５項」に改め、同条に次の１項を加える。 

５ 法附則第３０条第２項第１号及び第２号に掲げる三輪以上の軽自動車のうち、自家

用の乗用のものに対する第８２条の規定の適用については、当該軽自動車が令和３年

４月１日から令和４年３月３１日までの間に初回車両番号指定を受けた場合には令和

４年度分の軽自動車税の種別割に限り、当該軽自動車が令和４年４月１日から令和５

年３月３１日までの間に初回車両番号指定を受けた場合には令和５年度分の軽自動車

税の種別割に限り、第２項の表の左欄に掲げる同条の規定中同表の中欄に掲げる字句

は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

附則第１６条の２第１項中「第４項」を「第５項」に改める。 

（船橋市市税条例等の一部を改正する条例の一部改正） 

第４条 船橋市市税条例等の一部を改正する条例（平成２８年船橋市条例第４６号）の一

部を次のように改正する。 

第１条の２のうち、船橋市市税条例附則第１５条の２の次に５条を加える改正規定を

次のように改める。 

附則第１５条の２の次に次の６条を加える。 

（軽自動車税の環境性能割の課税免除） 

第１５条の２の２ 千葉県知事が自動車税の環境性能割を課さない自動車に相当するも

のとして市長が定める三輪以上の軽自動車に対しては、当分の間、軽自動車税の環境

性能割を課さない。 

（軽自動車税の環境性能割の賦課徴収の特例） 

第１５条の３ 軽自動車税の環境性能割の賦課徴収は、当分の間、第１章第２節の規定

にかかわらず、千葉県が、自動車税の環境性能割の賦課徴収の例により、行うものと

する。 
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（軽自動車税の環境性能割の減免の特例） 

第１５条の４ 市長は、当分の間、第８１条の８の規定にかかわらず、千葉県知事が自

動車税の環境性能割を減免する自動車に相当するものとして市長が定める三輪以上の

軽自動車に対しては、軽自動車税の環境性能割を減免する。 

（軽自動車税の環境性能割の申告納付の特例） 

第１５条の５ 第８１条の６の規定による申告納付については、当分の間、同条中「市

長」とあるのは、「千葉県知事」とする。 

（軽自動車税の環境性能割に係る徴収取扱費の交付） 

第１５条の６ 市は、千葉県が軽自動車税の環境性能割の賦課徴収に関する事務を行う

ために要する費用を補償するため、法附則第２９条の１６第１項に掲げる金額の合計

額を、徴収取扱費として千葉県に交付する。 

（軽自動車税の環境性能割の税率の特例） 

第１５条の７ 営業用の三輪以上の軽自動車に対する第８１条の４の規定の適用につい

ては、当分の間、次の表の左欄に掲げる同条の規定中同表の中欄に掲げる字句は、そ

れぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

第１号 １００分の１ １００分の０．５ 

第２号 １００分の２ １００分の１ 

第３号 １００分の３ １００分の２ 

２ 自家用の三輪以上の軽自動車に対する第８１条の４（第３号に係る部分に限る。）の

規定の適用については、当分の間、同号中「１００分の３」とあるのは、「１００分の

２」とする。 

第１条の２のうち、船橋市市税条例附則第１６条第１項の改正規定中「初めて道路運

送車両法第６０条第１項後段の規定による」を「最初の法第４４４条第３項に規定する」

を「平成１８年３月３１日までに初めて道路運送車両法第６０条第１項後段の規定によ

る車両番号の指定（次項から第４項までにおいて「初回車両番号指定」という。）を受け

た法附則第３０条第１項」を「法附則第３０条」に、「令和元年度分」を「当該軽自動車

が最初の法第４４４条第３項に規定する車両番号の指定を受けた月から起算して１４年

を経過した月の属する年度以後の年度分」に改める。 

附則第１条第４号中「平成３１年１０月１日」を「令和元年１０月１日」に改める。 

附則第２条の２中「３１年新条例」を「元年新条例」に、「平成３１年１０月１日」を

「令和元年１０月１日」に改める。 
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附則第４条第１項中「３１年新条例」を「元年新条例」に、「平成３１年１０月１日」

を「令和元年１０月１日」に改め、同条第２項中「３１年新条例」を「元年新条例」に、

「平成３２年度」を「令和２年度」に、「平成３１年度分」を「令和元年度分」に改める。 

第５条 船橋市市税条例等の一部を改正する条例（平成３０年船橋市条例第３６号）の一

部を次のように改正する。 

第１条のうち、船橋市市税条例第４８条第１項の改正規定中「及び第１１項」を「、

第１１項及び第１３項」に改め、同条に３項を加える改正規定中「３項」を「８項」に

改め、同改正規定（同条第１０項に係る部分に限る。）中「次項」の次に「及び第１２項」

を加え、「その他施行規則で定める方法」を削り、同改正規定（同条第１２項に係る部分

に限る。）中「申告は、」の次に「申告書記載事項が」を加え、同改正規定に次のように

加える。 

１３ 第１０項の内国法人が、電気通信回線の故障、災害その他の理由により地方税関

係手続用電子情報処理組織を使用することが困難であると認められる場合で、かつ、

同項の規定を適用しないで納税申告書を提出することができると認められる場合にお

いて、同項の規定を適用しないで納税申告書を提出することについて市長の承認を受

けたときは、当該市長が指定する期間内に行う同項の申告については、前３項の規定

は、適用しない。法人税法第７５条の４第２項の申請書を同項に規定する納税地の所

轄税務署長に提出した第１０項の内国法人が、当該税務署長の承認を受け、又は当該

税務署長の却下の処分を受けていない旨を記載した施行規則で定める書類を、納税申

告書の提出期限の前日までに、又は納税申告書に添付して当該提出期限までに、市長

に提出した場合における当該税務署長が指定する期間内に行う同項の申告についても、

同様とする。 

１４ 前項前段の承認を受けようとする内国法人は、同項前段の規定の適用を受けるこ

とが必要となった事情、同項前段の規定による指定を受けようとする期間その他施行

規則で定める事項を記載した申請書に施行規則で定める書類を添付して、当該期間の

開始の日の１５日前までに、これを市長に提出しなければならない。 

１５ 第１３項の規定の適用を受けている内国法人は、第１０項の申告につき第１３項

の規定の適用を受けることをやめようとするときは、その旨その他施行規則で定める

事項を記載した届出書を市長に提出しなければならない。 

１６ 第１３項前段の規定の適用を受けている内国法人につき、法第３２１条の８第５
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１項の処分又は前項の届出書の提出があったときは、これらの処分又は届出書の提出

があった日の翌日以後の第１３項前段の期間内に行う第１０項の申告については、第

１３項前段の規定は適用しない。ただし、当該内国法人が、同日以後新たに同項前段

の承認を受けたときは、この限りでない。 

１７ 第１３項後段の規定の適用を受けている内国法人につき、第１５項の届出書の提

出又は法人税法第７５条の４第３項若しくは第６項（同法第８１条の２４の３第２項

において準用する場合を含む。）の処分があったときは、これらの届出書の提出又は処

分があった日の翌日以後の第１３項後段の期間内に行う第１０項の申告については、

第１３項後段の規定は適用しない。ただし、当該内国法人が、同日以後新たに同項後

段の書類を提出したときは、この限りでない。 

附則第１条第４号中「平成３１年１０月１日」を「令和元年１０月１日」に改め、

同条第５号中「３項を」を「８項を」に、「平成３２年４月１日」を「令和２年４月

１日」に改め、同条第６号中「平成３２年１０月１日」を「令和２年１０月１日」に

改め、同条第７号中「平成３３年１月１日」を「令和３年１月１日」に改め、同条第

８号中「平成３３年１０月１日」を「令和３年１０月１日」に改め、同条第９号中「平

成３４年１０月１日」を「令和４年１０月１日」に改める。 

附則第２条第１項中「平成３１年度」を「令和元年度」に改め、同条第２項中「平

成３３年度」を「令和３年度」に、「平成３２年度分」を「令和２年度分」に改め、

同条第３項中「第１２項」を「第１７項」に改める。 

附則第７条中「平成３１年９月３０日」を「令和元年９月３０日」に改める。 

附則第９条第１項中「平成３２年１０月１日」を「令和２年１０月１日」に改め、

同条第２項中「平成３２年１１月２日」を「令和２年１１月２日」に改め、同条第３

項中「平成３３年３月３１日」を「令和３年３月３１日」に改め、同条第４項及び第

５項中「３２年新条例」を「２年新条例」に改める。 

附則第１１条第１項中「平成３３年１０月１日」を「令和３年１０月１日」に改め、

同条第２項中「平成３３年１１月１日」を「令和３年１１月１日」に改め、同条第３

項中「平成３４年３月３１日」を「令和４年３月３１日」に改め、同条第４項及び第

５項中「３３年新条例」を「３年新条例」に改める。 

附 則 

（施行期日） 
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第１条 この条例は、公布の日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各

号に定める日から施行する。 

⑴ 第２条（次号に掲げる改正規定を除く。）及び附則第４条の規定 令和元年１０月１

  日 

⑵ 第２条中船橋市市税条例第３６条の２中第８項を第９項とし、第７項を第８項とし、

第６項を第７項とし、第５項の次に１項を加える改正規定並びに第３６条の３の２、

第３６条の３の３及び第３６条の４第１項の改正規定並びに次条の規定 令和２年１

月１日 

⑶ 第３条中船橋市市税条例第２４条の改正規定及び附則第３条の規定 令和３年１月

１日 

⑷ 第３条（前号に掲げる改正規定を除く。）及び附則第５条の規定 令和３年４月１日 

（市民税に関する経過措置） 

第２条 前条第２号に掲げる規定による改正後の船橋市市税条例（次項及び第３項におい

て「２年新条例」という。）第３６条の２第６項の規定は、同号に掲げる規定の施行の日

以後に令和２年度以後の年度分の個人の市民税に係る申告書を提出する場合について適

用し、同日前に当該申告書を提出した場合及び同日以後に令和元年度分までの個人の市

民税に係る申告書を提出する場合については、なお従前の例による。 

２ ２年新条例第３６条の３の２第１項（第３号に係る部分に限る。）の規定は、前条第２

号に掲げる規定の施行の日以後に支払を受けるべき船橋市市税条例第３６条の２第１項

に規定する給与について提出する２年新条例第３６条の３の２第１項及び第２項に規定

する申告書について適用する。 

３ ２年新条例第３６条の３の３第１項の規定は、前条第２号に掲げる規定の施行の日以

後に支払を受けるべき所得税法等の一部を改正する法律（平成３１年法律第６号）第１

条の規定による改正後の所得税法（昭和４０年法律第３３号。以下この項において「新

所得税法」という。）第２０３条の６第１項に規定する公的年金等（新所得税法第２０３

条の７の規定の適用を受けるものを除く。）について提出する２年新条例第３６条の３の

３第１項に規定する申告書について適用する。 

第３条 附則第１条第３号に掲げる規定による改正後の船橋市市税条例第２４条第１項

（第２号に係る部分に限る。）の規定は、令和３年度以後の年度分の個人の市民税につい

て適用し、令和２年度分までの個人の市民税については、なお従前の例による。 
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（軽自動車税に関する経過措置） 

第４条 別段の定めがあるものを除き、附則第１条第１号に掲げる規定による改正後の船

橋市市税条例（以下「元年１０月新条例」という。）の規定中軽自動車税の環境性能割に

関する部分は、同号に掲げる規定の施行の日以後に取得された三輪以上の軽自動車に対

して課する軽自動車税の環境性能割について適用する。 

２ 元年１０月新条例の規定中軽自動車税の種別割に関する部分は、令和２年度以後の年

度分の軽自動車税の種別割について適用する。 

第５条 附則第１条第４号に掲げる規定による改正後の船橋市市税条例の規定は、令和３

年度以後の年度分の軽自動車税の種別割について適用し、令和２年度分までの軽自動車

税の種別割については、なお従前の例による。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

理 由 

 

 地方税法の一部改正に伴い、軽自動車税の環境性能割の非課税等について所要の定め

をするとともに、個人の市民税の非課税の範囲等について所要の改正等を行う必要があ

る。これが、この条例案を提出する理由である。 
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議案第６号 

 

船橋市都市計画税条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

令和元年５月３０日提出 

 

                        船 橋 市 長  松  戸   徹 

 

 

船橋市都市計画税条例の一部を改正する条例 

 

船橋市都市計画税条例（昭和３１年船橋市条例第９号）の一部を次のように改正する。 

附則第５項の前の見出し、同項から第９項まで、附則第１０項（見出しを含む。）、第１

２項及び第１３項中「平成３２年度」を「令和２年度」に改める。 

附則第１６項中「第４８項」の次に「から第５０項まで」を加える。 

附則第１７項中「平成３２年度」を「令和２年度」に改める。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

理 由 

 

地方税法の一部改正に伴い、課税標準の特例について、所要の改正等を行う必要がある。

これが、この条例案を提出する理由である。 
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議案第７号 

 

船橋市火災予防条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

令和元年５月３０日提出 

 

                        船 橋 市 長  松  戸   徹  

 

 

船橋市火災予防条例の一部を改正する条例 

 

船橋市火災予防条例（昭和４８年船橋市条例第２３号）の一部を次のように改正する。 

第１６条第１項中「日本工業規格」を「日本産業規格（産業標準化法（昭和２４年法律

第１８５号）第２０条第１項の日本産業規格をいう。）」に改める。 

第２９条の５第１号中「作動時間が６０秒以内」を「種別が１種」に改め、同条中第６

号を第７号とし、第５号の次に次の１号を加える。 

⑹ 第２９条の３第１項又は前条第１項に規定する住宅の部分に特定小規模施設用自動

火災報知設備を特定小規模施設における必要とされる防火安全性能を有する消防の用

に供する設備等に関する省令（平成２０年総務省令第１５６号）第３条第２項及び第

３項に定める技術上の基準に従い、又は当該技術上の基準の例により設置したとき。 

   附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

 

 

 

理 由 

 

 住宅用防災機器の設置及び維持に関する条例の制定に関する基準を定める省令の一部改

正に伴い、住宅用防災警報器又は住宅用防災報知設備の設置の免除について、所要の改正

等を行う必要がある。これが、この条例案を提出する理由である。 

－21－



議案第８号 

 

船橋市介護保険条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

令和元年５月３０日提出 

 

                        船 橋 市 長  松  戸   徹  

 

 

船橋市介護保険条例の一部を改正する条例 

 

船橋市介護保険条例（平成１２年船橋市条例第１６号）の一部を次のように改正する。 

第３条第１項中「平成３２年度」を「令和２年度」に改め、同条第２項中「平成３０年

度から平成３２年度まで」を「令和元年度及び令和２年度」に、「２５，４４０円」を

「２０，６７０円」に改め、同条に次の２項を加える。 

３ 前項の規定は、第１項第２号に掲げる第１号被保険者についての保険料の減額賦課に

係る令和元年度及び令和２年度の各年度における保険料率について準用する。この場合

において、前項中「２０，６７０円」とあるのは、「３０，２１０円」と読み替えるも

のとする。 

４ 第２項の規定は、第１項第３号に掲げる第１号被保険者についての保険料の減額賦課

に係る令和元年度及び令和２年度の各年度における保険料率について準用する。この場

合において、第２項中「２０，６７０円」とあるのは、「４２，９３０円」と読み替え

るものとする。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 改正後の船橋市介護保険条例の規定は、令和元年度以後の年度分の保険料について適

用し、平成３０年度以前の年度分の保険料については、なお従前の例による。 
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理 由 

 

 介護保険法施行令の一部改正に伴い、保険料の減額賦課について、所要の改正等を行う

必要がある。これが、この条例案を提出する理由である。 

－24－



議案第９号 

 

船橋市児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例を

次のように制定する。 

 

令和元年５月３０日提出 

 

                        船 橋 市 長  松  戸   徹  

 

 

船橋市児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条

例 

 

船橋市児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２４年船橋市条例

第７０号）の一部を次のように改正する。 

 第２６条第３項中「の学部で」を「（短期大学を除く。）において」に改める。 

   附 則 

 この条例は、令和元年８月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

理 由 

 

 児童福祉施設の設備及び運営に関する基準の一部改正に伴い、所要の改正を行う必要が

ある。これが、この条例案を提出する理由である。 
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議案第１０号 

 

 船橋市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正

する条例を次のように制定する。 

 

  令和元年５月３０日提出 

 

                        船 橋 市 長  松  戸   徹 

 

 

船橋市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を

改正する条例 

 

 船橋市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２６年

船橋市条例第３６号）の一部を次のように改正する。 

 第１１条第３項中「都道府県知事」の次に「又は地方自治法(昭和２２年法律第６７号)

第２５２条の１９第１項の指定都市の長」を加える。 

 附則第３項中「平成３２年３月３１日」を「令和２年３月３１日」に改める。 

附 則 

 この条例は、令和元年８月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

理 由 

 

 放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準の一部改正に伴い、所要の改正等

を行う必要がある。これが、この条例案を提出する理由である。 
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議案第１１号 

 

船橋市指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例を次の

ように制定する。 

 

令和元年５月３０日提出 

 

                        船 橋 市 長  松  戸   徹 

 

 

   船橋市指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例 

 

目次 

第１章 総則（第１条・第２条） 

第２章 指定に係る申請者の資格（第３条） 

第３章 指定障害児通所支援事業者等の一般原則（第４条） 

第４章 児童発達支援 

第１節 基本方針（第５条） 

第２節 人員に関する基準（第６条―第９条） 

第３節 設備に関する基準（第１０条・第１１条） 

第４節 運営に関する基準（第１２条―第５５条） 

第５節 共生型障害児通所支援に関する基準（第５６条―第５９条） 

第６節 基準該当通所支援に関する基準（第６０条―第６６条） 

第５章 医療型児童発達支援 

第１節 基本方針（第６７条） 

第２節 人員に関する基準（第６８条・第６９条） 

第３節 設備に関する基準（第７０条） 

第４節 運営に関する基準（第７１条―第７７条） 

第６章 放課後等デイサービス 

第１節 基本方針（第７８条） 
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第２節 人員に関する基準（第７９条・第８０条） 

第３節 設備に関する基準（第８１条） 

第４節 運営に関する基準（第８２条―第８４条） 

第５節 共生型障害児通所支援に関する基準（第８５条） 

第６節 基準該当通所支援に関する基準（第８６条―第８９条） 

第７章 居宅訪問型児童発達支援 

第１節 基本方針（第９０条） 

第２節 人員に関する基準（第９１条・第９２条） 

第３節 設備に関する基準（第９３条） 

第４節 運営に関する基準（第９４条―第９７条） 

第８章 保育所等訪問支援 

第１節 基本方針（第９８条） 

第２節 人員に関する基準（第９９条・第１００条） 

第３節 設備に関する基準（第１０１条） 

第４節 運営に関する基準（第１０２条） 

第９章 多機能型事業所に関する特例（第１０３条―第１０５条） 

附則 

第１章 総則 

（趣旨） 

第１条 この条例は、児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号。以下「法」という。）第２

１条の５の４第１項第２号、第２１条の５の１５第３項第１号（法第２１条の５の１６

第４項及び第２１条の５の２０第２項において準用する場合を含む。以下同じ。）、第２

１条の５の１７第１項各号並びに第２１条の５の１９第１項及び第２項の規定に基づき、

指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関する基準等を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この条例における用語の意義は、法及び児童福祉法に基づく指定通所支援の事業

等の人員、設備及び運営に関する基準（平成２４年厚生労働省令第１５号。以下「省令」

という。）の例による。 

第２章 指定に係る申請者の資格 

（指定に係る申請者の資格） 
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第３条 指定通所支援事業者の指定に係る法第２１条の５の１５第３項第１号の条例で定

める者は、法人とする。ただし、法第６条の２の２第３項に規定する医療型児童発達支

援（病院又は診療所により行われるものに限る。）に係る指定については、この限りでな

い。 

第３章 指定障害児通所支援事業者等の一般原則 

（指定障害児通所支援事業者等の一般原則） 

第４条 指定障害児通所支援事業者等は、通所給付決定保護者及び障害児の意向、障害児

の適性、障害の特性その他の事情を踏まえた計画（第２８条第１項において「通所支援

計画」という。）を作成し、これに基づき障害児に対して指定通所支援を提供するととも

に、その効果について継続的な評価を実施することその他の措置を講ずることにより障

害児に対して適切かつ効果的に指定通所支援を提供しなければならない。 

２ 指定障害児通所支援事業者等は、当該指定障害児通所支援事業者等を利用する障害児

の意思及び人格を尊重して、常に当該障害児の立場に立った指定通所支援の提供に努め

なければならない。 

３ 指定障害児通所支援事業者等は、地域及び家庭との結び付きを重視した運営を行い、

市町村、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法

律第１２３号）第５条第１項に規定する障害福祉サービス（以下「障害福祉サービス」

という。）を行う者、児童福祉施設その他の保健医療サービス又は福祉サービスを提供す

る者との連携に努めなければならない。 

４ 指定障害児通所支援事業者等は、当該指定障害児通所支援事業者等を利用する障害児

の人権の擁護、虐待の防止等のため、責任者を設置する等必要な体制の整備を行うとと

もに、その従業者に対し、研修を実施する等の措置を講ずるよう努めなければならない。 

第４章 児童発達支援 

第１節 基本方針 

 （児童発達支援の基本方針） 

第５条 児童発達支援に係る指定通所支援（以下「指定児童発達支援」という。）の事業は、

障害児が日常生活における基本的動作及び知識技能を習得し、並びに集団生活に適応す

ることができるよう、当該障害児の身体及び精神の状況並びにその置かれている環境に

応じて適切かつ効果的な指導及び訓練を行うものでなければならない。 

第２節 人員に関する基準 
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（従業者の数） 

第６条 指定児童発達支援の事業を行う者（以下「指定児童発達支援事業者」という。）が

当該事業を行う事業所（以下「指定児童発達支援事業所」という。）（児童発達支援セン

ターであるものを除く。以下この条において同じ。）に置くべき従業者及びその数は、次

の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定めるとおりとする。 

⑴ 児童指導員、保育士又は学校教育法（昭和２２年法律第２６号）の規定による高等

学校若しくは中等教育学校を卒業した者、同法第９０条第２項の規定により大学への

入学を認められた者、通常の課程による１２年の学校教育を修了した者（通常の課程

以外の課程によりこれに相当する学校教育を修了した者を含む。）若しくは文部科学大

臣がこれと同等以上の資格を有すると認定した者であって、２年以上障害福祉サービ

スに係る業務に従事したもの（以下「障害福祉サービス経験者」という。） 指定児童

発達支援の単位ごとにその提供を行う時間帯を通じて専ら当該指定児童発達支援の提

供に当たる児童指導員、保育士又は障害福祉サービス経験者の合計数が、次に掲げる

障害児の数の区分に応じ、次に定める数 

ア 障害児の数が１０までのもの ２以上 

イ 障害児の数が１０を超えるもの ２に、障害児の数が１０を超えて５又はその端

数を増すごとに１を加えて得た数以上 

⑵ 児童発達支援管理責任者 １以上 

２ 前項各号に掲げる従業者のほか、指定児童発達支援事業所において日常生活を営むの

に必要な機能訓練を行う場合には、機能訓練担当職員を置かなければならない。この場

合において、当該機能訓練担当職員が指定児童発達支援の単位ごとにその提供を行う時

間帯を通じて専ら当該指定児童発達支援の提供に当たる場合には、当該機能訓練担当職

員の数を児童指導員、保育士又は障害福祉サービス経験者の合計数に含めることができ

る。 

３ 前２項の規定にかかわらず、主として重症心身障害児を通わせる指定児童発達支援事

業所に置くべき従業者及びその数は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める

とおりとする。ただし、指定児童発達支援の単位ごとにその提供を行う時間帯のうち日

常生活を営むのに必要な機能訓練を行わない時間帯については、第４号の機能訓練担当

職員を置かないことができる。 

⑴ 嘱託医 １以上 
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⑵ 看護職員 １以上 

⑶ 児童指導員又は保育士 １以上 

⑷ 機能訓練担当職員 １以上 

⑸ 児童発達支援管理責任者 １以上 

４ 第１項第１号及び第２項の指定児童発達支援の単位は、指定児童発達支援であって、

その提供が同時に１又は複数の障害児に対して一体的に行われるものをいう。 

５ 第１項第１号の児童指導員、保育士又は障害福祉サービス経験者のうち、１人以上は、

常勤でなければならない。 

６ 第１項第１号の児童指導員、保育士及び障害福祉サービス経験者の半数以上は、児童

指導員又は保育士でなければならない。 

７ 第１項第２号に掲げる児童発達支援管理責任者のうち、１人以上は、専任かつ常勤で

なければならない。 

第７条 指定児童発達支援事業者が指定児童発達支援事業所（児童発達支援センターであ

るものに限る。以下この条において同じ。）に置くべき従業者及びその数は、次の各号に

掲げる区分に応じ、当該各号に定めるとおりとする。ただし、４０人以下の障害児を通

わせる指定児童発達支援事業所にあっては第３号の栄養士を、調理業務の全部を委託す

る指定児童発達支援事業所にあっては第４号の調理員を置かないことができる。 

⑴ 嘱託医 １以上 

⑵ 児童指導員及び保育士 

ア 児童指導員及び保育士の総数 指定児童発達支援の単位ごとに、通じておおむね

障害児の数を４で除して得た数以上 

イ 児童指導員 １以上 

ウ 保育士 １以上 

⑶ 栄養士 １以上 

⑷ 調理員 １以上 

⑸ 児童発達支援管理責任者 １以上 

２ 前項各号に掲げる従業者のほか、指定児童発達支援事業所において日常生活を営むの

に必要な機能訓練を行う場合には、機能訓練担当職員を置かなければならない。この場

合において、当該機能訓練担当職員の数を児童指導員及び保育士の総数に含めることが

できる。 
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３ 前項の規定にかかわらず、主として難聴児を通わせる指定児童発達支援事業所には、

第１項各号に掲げる従業者のほか、次の各号に掲げる従業者を置かなければならない。

この場合において、当該各号に掲げる従業者については、その数を児童指導員及び保育

士の総数に含めることができる。 

⑴ 言語聴覚士 指定児童発達支援の単位ごとに４以上 

⑵ 機能訓練担当職員（日常生活を営むのに必要な機能訓練を行う場合に限る。） 機能

訓練を行うために必要な数 

４ 第２項の規定にかかわらず、主として重症心身障害児を通わせる指定児童発達支援事

業所には、第１項各号に掲げる従業者のほか、次の各号に掲げる従業者を置かなければ

ならない。この場合において、当該各号に掲げる従業者については、その数を児童指導

員及び保育士の総数に含めることができる。 

⑴ 看護職員 １以上 

⑵ 機能訓練担当職員 １以上 

５ 第１項第２号ア及び第３項第１号の指定児童発達支援の単位は、指定児童発達支援で

あって、その提供が同時に１又は複数の障害児に対して一体的に行われるものをいう。 

６ 第１項から第４項まで（第１項第１号を除く。）に規定する従業者は、専ら当該指定児

童発達支援事業所の職務に従事する者又は指定児童発達支援の単位ごとに専ら当該指定

児童発達支援の提供に当たる者でなければならない。ただし、障害児の支援に支障がな

い場合は、第１項第３号の栄養士及び同項第４号の調理員については、併せて設置する

他の社会福祉施設の職務に従事させることができる。 

（管理者） 

第８条 指定児童発達支援事業者は、指定児童発達支援事業所ごとに専らその職務に従事

する管理者を置かなければならない。ただし、指定児童発達支援事業所の管理上障害児

の支援に支障がない場合は、当該指定児童発達支援事業所の他の職務に従事させ、又は

同一敷地内にある他の事業所、施設等の職務に従事させることができる。 

（従たる事業所を設置する場合における特例） 

第９条 指定児童発達支援事業者は、指定児童発達支援事業所（児童発達支援センターで

あるものを除く。）における主たる事業所（次項において「主たる事業所」という。）と

一体的に管理運営を行う事業所（次項において「従たる事業所」という。）を設置するこ

とができる。 
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２ 従たる事業所を設置する場合においては、主たる事業所及び従たる事業所の従業者（児

童発達支援管理責任者を除く。）のうちそれぞれ１人以上は、常勤かつ専ら当該主たる事

業所又は従たる事業所の職務に従事する者でなければならない。 

第３節 設備に関する基準 

（設備） 

第１０条 指定児童発達支援事業所（児童発達支援センターであるものを除く。）は、指導

訓練室のほか、指定児童発達支援の提供に必要な設備及び備品等を備えなければならな

い。 

２ 前項に規定する指導訓練室は、訓練に必要な機械器具等を備えなければならない。 

３ 第１項に規定する設備及び備品等は、専ら当該指定児童発達支援の事業の用に供する

ものでなければならない。ただし、障害児の支援に支障がない場合は、この限りでない。 

第１１条 指定児童発達支援事業所（児童発達支援センターであるものに限る。以下この

条において同じ。）は、指導訓練室、遊戯室、屋外遊戯場（指定児童発達支援事業所の付

近にある屋外遊戯場に代わるべき場所を含む。以下この項において同じ。）、医務室、相

談室、調理室及び便所並びに指定児童発達支援の提供に必要な設備及び備品等を設けな

ければならない。ただし、主として重症心身障害児を通わせる指定児童発達支援事業所

にあっては、遊戯室、屋外遊戯場、医務室及び相談室は、障害児の支援に支障がない場

合は、設けないことができる。 

２ 前項に規定する設備の基準は、次のとおりとする。ただし、主として難聴児を通わせ

る指定児童発達支援事業所又は主として重症心身障害児を通わせる指定児童発達支援事

業所にあっては、この限りでない。 

⑴ 指導訓練室 

ア 定員は、おおむね１０人とすること。 

イ 障害児１人当たりの床面積は、２．４７平方メートル以上とすること。 

⑵ 遊戯室 障害児１人当たりの床面積は、１．６５平方メートル以上とすること。 

３ 第１項に規定する設備のほか、主として知的障害のある児童を通わせる指定児童発達

支援事業所は静養室を、主として難聴児を通わせる指定児童発達支援事業所は聴力検査

室を設けなければならない。 

４ 第１項及び前項に規定する設備は、専ら当該指定児童発達支援の事業の用に供するも

のでなければならない。ただし、障害児の支援に支障がない場合は、併せて設置する他
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の社会福祉施設の設備に兼ねることができる。 

第４節 運営に関する基準 

（利用定員） 

第１２条 指定児童発達支援事業所は、その利用定員を１０人以上とする。ただし、主と

して重症心身障害児を通わせる指定児童発達支援事業所にあっては、利用定員を５人以

上とすることができる。 

（内容及び手続の説明及び同意） 

第１３条 指定児童発達支援事業者は、通所給付決定保護者が指定児童発達支援の利用の

申込みを行ったときは、当該利用申込を行った通所給付決定保護者（以下「利用申込者」

という。）に係る障害児の障害の特性に応じた適切な配慮をしつつ、当該利用申込者に対

し、第３８条に規定する運営規程の概要、従業者の勤務体制その他の利用申込者のサー

ビスの選択に資すると認められる重要事項を記した文書を交付して説明を行い、当該指

定児童発達支援の提供の開始について当該利用申込者の同意を得なければならない。 

２ 指定児童発達支援事業者は、社会福祉法（昭和２６年法律第４５号）第７７条の規定

に基づき書面の交付を行う場合は、利用申込者に係る障害児の障害の特性に応じた適切

な配慮をしなければならない。 

（契約支給量の報告等） 

第１４条 指定児童発達支援事業者は、指定児童発達支援を提供するときは、当該指定児

童発達支援の内容、通所給付決定保護者に提供することを契約した指定児童発達支援の

量（次項において「契約支給量」という。）その他の必要な事項（第３項及び第４項にお

いて「通所受給者証記載事項」という。）を通所給付決定保護者の通所受給者証に記載し

なければならない。 

２ 契約支給量の総量は、当該通所給付決定保護者の支給量を超えてはならない。 

３ 指定児童発達支援事業者は、指定児童発達支援の利用に係る契約をしたときは、通所

受給者証記載事項その他の必要な事項を市町村に対し遅滞なく報告しなければならない。 

４ 前３項の規定は、通所受給者証記載事項に変更があった場合について準用する。 

（提供拒否の禁止） 

第１５条 指定児童発達支援事業者は、正当な理由がなく、指定児童発達支援の提供を拒

んではならない。 

（連絡調整に対する協力） 
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第１６条 指定児童発達支援事業者は、指定児童発達支援の利用について市町村又は障害

児相談支援事業を行う者（第５０条第１項において「障害児相談支援事業者」という。）

が行う連絡調整に、できる限り協力しなければならない。 

（サービス提供困難時の対応） 

第１７条 指定児童発達支援事業者は、指定児童発達支援事業所の通常の事業の実施地域

（当該指定児童発達支援事業所が通常時に指定児童発達支援を提供する地域をいう。第

３８条第６号及び第５２条第２項において同じ。）等を勘案し、利用申込者に係る障害児

に対し自ら適切な指定児童発達支援を提供することが困難であると認めた場合は、適当

な他の指定児童発達支援事業者等の紹介その他の必要な措置を速やかに講じなければな

らない。 

（受給資格の確認） 

第１８条 指定児童発達支援事業者は、指定児童発達支援の提供を求められた場合は、通

所給付決定保護者の提示する通所受給者証によって、通所給付決定の有無、通所給付決

定をされた指定通所支援の種類、通所給付決定の有効期間、支給量等を確かめるものと

する。 

（障害児通所給付費の支給の申請に係る援助） 

第１９条 指定児童発達支援事業者は、指定児童発達支援に係る通所給付決定を受けてい

ない者から利用の申込みがあった場合は、その者の意向を踏まえて速やかに障害児通所

給付費の支給の申請が行われるよう必要な援助を行わなければならない。 

２ 指定児童発達支援事業者は、指定児童発達支援に係る通所給付決定に通常要すべき標

準的な期間を考慮し、通所給付決定の有効期間の終了に伴う障害児通所給付費の支給申

請について、必要な援助を行わなければならない。 

（心身の状況等の把握） 

第２０条 指定児童発達支援事業者は、指定児童発達支援の提供に当たっては、障害児の

心身の状況、その置かれている環境、他の保健医療サービス又は福祉サービスの利用状

況等の把握に努めなければならない。 

（指定障害児通所支援事業者等との連携等） 

第２１条 指定児童発達支援事業者は、指定児童発達支援の提供に当たっては、市町村、

障害福祉サービスを行う者、児童福祉施設その他の保健医療サービス又は福祉サービス

を提供する者との密接な連携に努めなければならない。 
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２ 指定児童発達支援事業者は、指定児童発達支援の提供の終了に際しては、障害児又は

その家族に対して適切な援助を行うとともに、市町村、障害福祉サービスを行う者、児

童福祉施設その他の保健医療サービス又は福祉サービスを提供する者との密接な連携に

努めなければならない。 

（サービスの提供の記録） 

第２２条 指定児童発達支援事業者は、指定児童発達支援を提供した際は、当該指定児童

発達支援の提供日、内容その他必要な事項を当該指定児童発達支援の提供の都度記録し

なければならない。 

２ 指定児童発達支援事業者は、前項の規定による記録に際しては、通所給付決定保護者

から指定児童発達支援を提供したことについて確認を受けなければならない。 

（指定児童発達支援事業者が通所給付決定保護者に求めることのできる金銭の支払の範

囲等） 

第２３条 指定児童発達支援事業者が、指定児童発達支援を提供する通所給付決定保護者

に対して金銭の支払を求めることができるのは、当該金銭の使途が直接通所給付決定に

係る障害児の便益を向上させるものであって、当該通所給付決定保護者に支払を求める

ことが適当であるものに限るものとする。 

２ 前項の規定により金銭の支払を求める際は、当該金銭の使途及び額並びに通所給付決

定保護者に金銭の支払を求める理由について書面によって明らかにするとともに、通所

給付決定保護者に対して説明を行い、同意を得なければならない。ただし、次条第１項

から第３項までに規定する支払については、この限りでない。 

（通所利用者負担額の受領） 

第２４条 指定児童発達支援事業者は、指定児童発達支援を提供した際は、通所給付決定

保護者から当該指定児童発達支援に係る通所利用者負担額の支払を受けるものとする。 

２ 指定児童発達支援事業者は、法定代理受領を行わない指定児童発達支援を提供した際

は、通所給付決定保護者から、当該指定児童発達支援に係る指定通所支援費用基準額の

支払を受けるものとする。 

３ 指定児童発達支援事業者は、前２項の支払を受ける額のほか、指定児童発達支援にお

いて提供される便宜に要する費用のうち、次の各号（第１号にあっては、児童発達支援

センターである指定児童発達支援事業所に係るものに限る。）に掲げる費用の額の支払を

通所給付決定保護者から受けることができる。 
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⑴ 食事の提供に要する費用 

⑵ 日用品費 

⑶ 前２号に掲げるもののほか、指定児童発達支援において提供される便宜に要する費

用のうち、日常生活においても通常必要となるものに係る費用であって、通所給付決

定保護者に負担させることが適当と認められるもの 

４ 前項第１号に掲げる費用については、省令第２３条第４項の規定により厚生労働大臣

が定めるところによるものとする。 

５ 指定児童発達支援事業者は、第１項から第３項までの費用の額の支払を受けた場合は、

当該費用に係る領収証を当該費用の額を支払った通所給付決定保護者に対し交付しなけ

ればならない。 

６ 指定児童発達支援事業者は、第３項の費用に係るサービスの提供に当たっては、あら

かじめ、通所給付決定保護者に対し、当該サービスの内容及び費用について説明を行い、

通所給付決定保護者の同意を得なければならない。 

（通所利用者負担額に係る管理） 

第２５条 指定児童発達支援事業者は、通所給付決定に係る障害児が同一の月に当該指定

児童発達支援事業者が提供する指定児童発達支援及び他の指定障害児通所支援事業者等

が提供する指定通所支援を受けた場合において、当該障害児の通所給付決定保護者から

依頼があったときは、当該指定児童発達支援及び当該他の指定通所支援に係る通所利用

者負担額の合計額（以下この条において「通所利用者負担額合計額」という。）を算定し

なければならない。この場合において、当該指定児童発達支援事業者は、当該指定児童

発達支援及び当該他の指定通所支援の状況を確認の上、通所利用者負担額合計額を市町

村に報告するとともに、当該通所給付決定保護者及び当該他の指定通所支援を提供した

指定障害児通所支援事業者等に通知しなければならない。 

（障害児通所給付費の額に係る通知等） 

第２６条 指定児童発達支援事業者は、法定代理受領により指定児童発達支援に係る障害

児通所給付費の支給を受けた場合は、通所給付決定保護者に対し、当該通所給付決定保

護者に係る障害児通所給付費の額を通知しなければならない。 

２ 指定児童発達支援事業者は、第２４条第２項の法定代理受領を行わない指定児童発達

支援に係る費用の額の支払を受けた場合は、その提供した指定児童発達支援の内容、費

用の額その他必要と認められる事項を記載したサービス提供証明書を通所給付決定保護
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者に対して交付しなければならない。 

（指定児童発達支援の取扱方針） 

第２７条 指定児童発達支援事業者は、次条第１項に規定する児童発達支援計画に基づき、

障害児の心身の状況等に応じて、その者の支援を適切に行うとともに、指定児童発達支

援の提供が漫然かつ画一的なものとならないよう配慮しなければならない。 

２ 指定児童発達支援事業所の従業者は、指定児童発達支援の提供に当たっては、懇切丁

寧を旨とし、通所給付決定保護者及び障害児に対し、支援上必要な事項について、理解

しやすいように説明を行わなければならない。 

３ 指定児童発達支援事業者は、その提供する指定児童発達支援の質の評価を行い、常に

その改善を図らなければならない。 

４ 指定児童発達支援事業者は、前項の規定により、その提供する指定児童発達支援の質

の評価及び改善を行うに当たっては、次に掲げる事項について、自ら評価を行うととも

に、当該指定児童発達支援事業者を利用する障害児の保護者による評価を受けて、その

改善を図らなければならない。 

⑴ 当該指定児童発達支援事業者を利用する障害児及びその保護者の意向、障害児の適

性、障害の特性その他の事情を踏まえた支援を提供するための体制の整備の状況 

⑵ 従業者の勤務の体制及び資質の向上のための取組の状況 

⑶ 指定児童発達支援の事業の用に供する設備及び備品等の状況 

⑷ 関係機関及び地域との連携、交流等の取組の状況 

⑸ 当該指定児童発達支援事業者を利用する障害児及びその保護者に対する必要な情報

の提供、助言その他の援助の実施状況 

⑹ 緊急時等における対応方法及び非常災害対策 

⑺ 指定児童発達支援の提供に係る業務の改善を図るための措置の実施状況 

５ 指定児童発達支援事業者は、おおむね１年に１回以上、前項の評価及び改善の内容を

インターネットの利用その他の方法により公表しなければならない。 

（児童発達支援計画の作成等） 

第２８条 指定児童発達支援事業所の管理者は、児童発達支援管理責任者に指定児童発達

支援に係る通所支援計画（以下この条及び第５５条第２項第２号において「児童発達支

援計画」という。）の作成に関する業務を担当させるものとする。 

２ 児童発達支援管理責任者は、児童発達支援計画の作成に当たっては、適切な方法によ
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り、障害児について、その有する能力、その置かれている環境及び日常生活全般の状況

等の評価を通じて通所給付決定保護者及び障害児の希望する生活並びに課題等の把握

（以下この条において「アセスメント」という。）を行い、障害児の発達を支援する上で

の適切な支援内容の検討をしなければならない。 

３ 児童発達支援管理責任者は、アセスメントに当たっては、通所給付決定保護者及び障

害児に面接しなければならない。この場合において、児童発達支援管理責任者は、面接

の趣旨を通所給付決定保護者及び障害児に対して十分に説明し、理解を得なければなら

ない。 

４ 児童発達支援管理責任者は、アセスメント及び支援内容の検討結果に基づき、通所給

付決定保護者及び障害児の生活に対する意向、障害児に対する総合的な支援目標及びそ

の達成時期、生活全般の質を向上させるための課題、指定児童発達支援の具体的内容、

指定児童発達支援を提供する上での留意事項その他必要な事項を記載した児童発達支援

計画の原案を作成しなければならない。この場合において、障害児の家族に対する援助

及び当該指定児童発達支援事業所が提供する指定児童発達支援以外の保健医療サービス

又は福祉サービスとの連携も含めて児童発達支援計画の原案に位置付けるよう努めなけ

ればならない。 

５ 児童発達支援管理責任者は、児童発達支援計画の作成に当たっては、障害児に対する

指定児童発達支援の提供に当たる担当者等を招集して行う会議を開催し、児童発達支援

計画の原案について意見を求めるものとする。 

６ 児童発達支援管理責任者は、児童発達支援計画の作成に当たっては、通所給付決定保

護者及び障害児に対し、当該児童発達支援計画について説明し、文書によりその同意を

得なければならない。 

７ 児童発達支援管理責任者は、児童発達支援計画を作成した際には、当該児童発達支援

計画を通所給付決定保護者に交付しなければならない。 

８ 児童発達支援管理責任者は、児童発達支援計画の作成後、児童発達支援計画の実施状

況の把握（障害児についての継続的なアセスメントを含む。次項において「モニタリン

グ」という。）を行うとともに、障害児について解決すべき課題を把握し、少なくとも６

月に１回以上、児童発達支援計画の見直しを行い、必要に応じて、当該児童発達支援計

画の変更を行うものとする。 

９ 児童発達支援管理責任者は、モニタリングに当たっては、通所給付決定保護者との連
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絡を継続的に行うこととし、特段の事情のない限り、次に定めるところにより行わなけ

ればならない。 

⑴ 定期的に通所給付決定保護者及び障害児に面接すること。 

⑵ 定期的にモニタリングの結果を記録すること。 

１０ 第２項から第７項までの規定は、第８項に規定する児童発達支援計画の変更につい

て準用する。 

（児童発達支援管理責任者の責務） 

第２９条 児童発達支援管理責任者は、前条に規定する業務のほか、次に掲げる業務を行

うものとする。 

⑴ 次条に規定する相談及び援助を行うこと。 

⑵ 他の従業者に対する技術指導及び助言を行うこと。 

（相談及び援助） 

第３０条 指定児童発達支援事業者は、常に障害児の心身の状況、その置かれている環境

等の的確な把握に努め、障害児又はその家族に対し、その相談に適切に応じるとともに、

必要な助言その他の援助を行わなければならない。 

（指導、訓練等） 

第３１条 指定児童発達支援事業者は、障害児の心身の状況に応じ、障害児の自立の支援

と日常生活の充実に資するよう、適切な技術をもって指導、訓練等を行わなければなら

ない。 

２ 指定児童発達支援事業者は、障害児が日常生活における適切な習慣を確立するととも

に、社会生活への適応性を高めるよう、あらゆる機会を通じて支援を行わなければなら

ない。 

３ 指定児童発達支援事業者は、障害児の適性に応じ、障害児ができる限り健全な社会生

活を営むことができるよう、より適切に指導、訓練等を行わなければならない。 

４ 指定児童発達支援事業者は、常時１人以上の従業者を指導、訓練等に従事させなけれ

ばならない。 

５ 指定児童発達支援事業者は、障害児に対して、当該障害児に係る通所給付決定保護者

の負担により、指定児童発達支援事業所の従業者以外の者による指導、訓練等を受けさ

せてはならない。 

（食事） 
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第３２条 指定児童発達支援事業所（児童発達支援センターであるものに限る。第４項に

おいて同じ。）において、障害児に食事を提供するときは、その献立は、できる限り、変

化に富み、障害児の健全な発育に必要な栄養量を含有するものでなければならない。 

２ 食事は、前項の規定によるほか、食品の種類及び調理方法について栄養並びに障害児

の身体的状況及び嗜
し

好を考慮したものでなければならない。 

３ 調理は、あらかじめ作成された献立に従って行わなければならない。 

４ 指定児童発達支援事業所においては、障害児の健康な生活の基本としての食を営む力

の育成に努めなければならない。 

（社会生活上の便宜の供与等） 

第３３条 指定児童発達支援事業者は、教養娯楽設備等を備えるほか、適宜障害児のため

のレクリエーション行事を行わなければならない。 

２ 指定児童発達支援事業者は、常に障害児の家族との連携を図るよう努めなければなら

ない。 

（健康管理） 

第３４条 指定児童発達支援事業者（児童発達支援センターである指定児童発達支援事業

所において、指定児童発達支援の事業を行う者に限る。）は、常に障害児の健康の状況に

注意するとともに、通所する障害児に対し、通所開始時の健康診断、少なくとも１年に

２回の定期健康診断及び臨時の健康診断を、学校保健安全法（昭和３３年法律第５６号）

に規定する健康診断に準じて行わなければならない。 

２ 前項の指定児童発達支援事業者は、同項の規定にかかわらず、次の表の左欄に掲げる

健康診断が行われた場合であって、当該健康診断がそれぞれ同表の右欄に掲げる健康診

断の全部又は一部に相当すると認められるときは、同欄に掲げる健康診断の全部又は一

部を行わないことができる。この場合において、指定児童発達支援事業者は、それぞれ

同表の左欄に掲げる健康診断の結果を把握しなければならない。 

児童相談所等における障害児の通所開始

前の健康診断 

通所する障害児に対する障害児の通所開

始時の健康診断 

障害児が通学する学校における健康診断 定期の健康診断又は臨時の健康診断 

３ 指定児童発達支援事業所（児童発達支援センターであるものに限る。）の従業者の健康

診断に当たっては、綿密な注意を払わなければならない。 

（緊急時等の対応） 

第３５条 指定児童発達支援事業所の従業者は、現に指定児童発達支援の提供を行ってい
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るときに障害児に病状の急変が生じた場合その他必要な場合は、速やかに医療機関への

連絡を行う等の必要な措置を講じなければならない。 

（通所給付決定保護者に関する市町村への通知） 

第３６条 指定児童発達支援事業者は、指定児童発達支援を受けている障害児に係る通所

給付決定保護者が偽りその他不正な行為によって障害児通所給付費若しくは特例障害児

通所給付費の支給を受け、又は受けようとしたときは、遅滞なく、意見を付してその旨

を市町村に通知しなければならない。 

（管理者の責務） 

第３７条 指定児童発達支援事業所の管理者は、当該指定児童発達支援事業所の従業者及

び業務の管理その他の管理を、一元的に行わなければならない。 

２ 指定児童発達支援事業所の管理者は、当該指定児童発達支援事業所の従業者にこの章

の規定を遵守させるために必要な指揮命令を行うものとする。 

（運営規程） 

第３８条 指定児童発達支援事業者は、指定児童発達支援事業所ごとに、次に掲げる事業

の運営についての重要事項に関する運営規程（第４４条において「運営規程」という。）

を定めておかなければならない。 

⑴ 事業の目的及び運営の方針 

⑵ 従業者の職種、数及び職務の内容 

⑶ 営業日及び営業時間 

⑷ 利用定員 

⑸ 指定児童発達支援の内容並びに通所給付決定保護者から受領する費用の種類及びそ

の額 

⑹ 通常の事業の実施地域 

⑺ サービスの利用に当たっての留意事項 

⑻ 緊急時等における対応方法 

⑼ 非常災害対策 

⑽ 事業の主たる対象とする障害の種類を定めた場合には、当該障害の種類 

⑾ 虐待の防止のための措置に関する事項 

⑿ その他運営に関する重要事項 

（勤務体制の確保等） 
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第３９条 指定児童発達支援事業者は、障害児に対し、適切な指定児童発達支援を提供す

ることができるよう、指定児童発達支援事業所ごとに、従業者の勤務の体制を定めてお

かなければならない。 

２ 指定児童発達支援事業者は、指定児童発達支援事業所ごとに、当該指定児童発達支援

事業所の従業者によって指定児童発達支援を提供しなければならない。ただし、障害児

の支援に直接影響を及ぼさない業務については、この限りでない。 

３ 指定児童発達支援事業者は、従業者の資質の向上のために、その研修の機会を確保し

なければならない。 

（定員の遵守） 

第４０条 指定児童発達支援事業者は、利用定員及び指導訓練室の定員を超えて、指定児

童発達支援の提供を行ってはならない。ただし、災害、虐待その他のやむを得ない事情

がある場合は、この限りでない。 

（非常災害対策） 

第４１条 指定児童発達支援事業者は、消火設備その他の非常災害に際して必要な設備を

設けるとともに、非常災害に関する具体的計画を立て、非常災害時の関係機関への通報

及び連絡体制を整備し、それらを定期的に従業者並びに利用する障害児及びその家族等

に周知しなければならない。 

２ 指定児童発達支援事業者は、非常災害に備えるため、定期的に避難訓練、救出訓練そ

の他必要な訓練を行わなければならない。 

（衛生管理等） 

第４２条 指定児童発達支援事業者は、障害児の使用する設備及び飲用に供する水につい

て、衛生的な管理に努め、又は衛生上必要な措置を講ずるとともに、健康管理等に必要

となる機械器具等の管理を適正に行わなければならない。 

２ 指定児童発達支援事業者は、指定児童発達支援事業所において感染症又は食中毒が発

生し、又はまん延しないように必要な措置を講ずるよう努めなければならない。 

（協力医療機関） 

第４３条 指定児童発達支援事業者は、障害児の病状の急変等に備えるため、あらかじめ、

協力医療機関を定めておかなければならない。 

（掲示） 

第４４条 指定児童発達支援事業者は、指定児童発達支援事業所の見やすい場所に、運営
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規程の概要、従業者の勤務の体制、前条の協力医療機関その他の利用申込者のサービス

の選択に資すると認められる重要事項を掲示しなければならない。 

（身体拘束等の禁止） 

第４５条 指定児童発達支援事業者は、指定児童発達支援の提供に当たっては、障害児又

は他の障害児の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束

その他障害児の行動を制限する行為（次項において「身体拘束等」という。）を行っては

ならない。 

２ 指定児童発達支援事業者は、やむを得ず身体拘束等を行う場合には、その態様及び時

間、その際の障害児の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由その他必要な事項を記録

しなければならない。 

（虐待等の禁止） 

第４６条 指定児童発達支援事業所の従業者は、障害児に対し、児童虐待の防止等に関す

る法律（平成１２年法律第８２号）第２条各号に掲げる行為その他当該障害児の心身に

有害な影響を与える行為をしてはならない。 

（懲戒に係る権限の濫用禁止） 

第４７条 指定児童発達支援事業所（児童発達支援センターであるものに限る。）の長たる

指定児童発達支援事業所の管理者は、障害児に対し法第４７条第１項本文の規定により

親権を行う場合であって懲戒するとき又は同条第３項の規定により懲戒に関しその障害

児の福祉のために必要な措置を採るときは、身体的苦痛を与え、人格を辱める等その権

限を濫用してはならない。 

（秘密保持等） 

第４８条 指定児童発達支援事業所の従業者及び管理者は、正当な理由がなく、その業務

上知り得た障害児又はその家族の秘密を漏らしてはならない。 

２ 指定児童発達支援事業者は、従業者及び管理者であった者が、正当な理由がなく、そ

の業務上知り得た障害児又はその家族の秘密を漏らすことがないよう、必要な措置を講

じなければならない。 

３ 指定児童発達支援事業者は、指定障害児入所施設等、指定障害福祉サービス事業者等

その他の福祉サービスを提供する者等に対して、障害児又はその家族に関する情報を提

供する際は、あらかじめ文書により当該障害児又はその家族の同意を得ておかなければ

ならない。 
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（情報の提供等） 

第４９条 指定児童発達支援事業者は、指定児童発達支援を利用しようとする障害児が、

これを適切かつ円滑に利用できるように、当該指定児童発達支援事業者が実施する事業

の内容に関する情報の提供を行わなければならない。 

２ 指定児童発達支援事業者は、当該指定児童発達支援事業者について広告をする場合に

おいて、その内容を虚偽のもの又は誇大なものとしてはならない。 

（利益供与等の禁止） 

第５０条 指定児童発達支援事業者は、障害児相談支援事業者若しくは障害者の日常生活

及び社会生活を総合的に支援するための法律第５条第１８項に規定する一般相談支援事

業若しくは特定相談支援事業を行う者（次項において「障害児相談支援事業者等」とい

う。）、障害福祉サービスを行う者等又はその従業者に対し、障害児又はその家族に対し

て当該指定児童発達支援事業者を紹介することの対償として、金品その他の財産上の利

益を供与してはならない。 

２ 指定児童発達支援事業者は、障害児相談支援事業者等、障害福祉サービスを行う者等

又はその従業者から、障害児又はその家族を紹介することの対償として、金品その他の

財産上の利益を収受してはならない。 

（苦情解決） 

第５１条 指定児童発達支援事業者は、その提供した指定児童発達支援に関する障害児又

は通所給付決定保護者その他の当該障害児の家族からの苦情に迅速かつ適切に対応する

ために、苦情を受け付けるための窓口を設置する等の必要な措置を講じなければならな

い。 

２ 指定児童発達支援事業者は、前項の苦情を受け付けた場合には、当該苦情の内容等を

記録しなければならない。 

３ 指定児童発達支援事業者は、その提供した指定児童発達支援に関し、法第２１条の５

の２２第１項の規定により市町村長が行う報告若しくは帳簿書類その他の物件の提出若

しくは提示の命令又は当該職員からの質問若しくは指定児童発達支援事業者の設備若し

くは帳簿書類その他の物件の検査に応じ、及び障害児又は通所給付決定保護者その他の

当該障害児の家族からの苦情に関して市町村長が行う調査に協力するとともに、市町村

長から指導又は助言を受けた場合は、当該指導又は助言に従って必要な改善を行わなけ

ればならない。 
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４ 指定児童発達支援事業者は、市町村長からの求めがあった場合には、前項の改善の内

容を市町村長に報告しなければならない。 

５ 指定児童発達支援事業者は、社会福祉法第８３条に規定する運営適正化委員会が同法

第８５条の規定により行う調査又はあっせんにできる限り協力しなければならない。 

（地域との連携等） 

第５２条 指定児童発達支援事業者は、その運営に当たっては、地域住民又はその自発的

な活動等との連携及び協力を行う等の地域との交流に努めなければならない。 

２ 指定児童発達支援事業者（児童発達支援センターである児童発達支援事業所において、

指定児童発達支援の事業を行うものに限る。）は、通常の事業の実施地域の障害児の福祉

に関し、障害児若しくはその家庭又は当該障害児が通い、在学し、若しくは在籍する保

育所、学校教育法に規定する幼稚園、小学校（義務教育学校の前期課程を含む。）若しく

は特別支援学校若しくは就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に

関する法律（平成１８年法律第７７号）第２条第６項に規定する認定こども園その他児

童が集団生活を営む施設からの相談に応じ、助言その他の必要な援助を行うよう努めな

ければならない。 

（事故発生時の対応） 

第５３条 指定児童発達支援事業者は、障害児に対する指定児童発達支援の提供により事

故が発生した場合は、速やかに市町村、当該障害児の家族等に連絡を行うとともに、必

要な措置を講じなければならない。 

２ 指定児童発達支援事業者は、前項の事故の状況及び事故に際して採った処置について、

記録しなければならない。 

３ 指定児童発達支援事業者は、障害児に対する指定児童発達支援の提供により賠償すべ

き事故が発生した場合は、損害賠償を速やかに行わなければならない。 

（会計の区分） 

第５４条 指定児童発達支援事業者は、指定児童発達支援事業所ごとに経理を区分すると

ともに、指定児童発達支援の事業の会計をその他の事業の会計と区分しなければならな

い。 

（記録の整備） 

第５５条 指定児童発達支援事業者は、従業者、設備、備品及び会計に関する諸記録を整

備しておかなければならない。 
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２ 指定児童発達支援事業者は、障害児に対する指定児童発達支援の提供に関する次に掲

げる記録を整備し、当該指定児童発達支援を提供した日から５年間保存しなければなら

ない。 

⑴ 第２２条第１項に規定する提供した指定児童発達支援に係る必要な事項の提供の記

録 

⑵ 児童発達支援計画 

⑶ 第３６条の規定による市町村への通知に係る記録 

⑷ 第４５条第２項に規定する身体拘束等の記録 

⑸ 第５１条第２項に規定する苦情の内容等の記録 

⑹ 第５３条第２項に規定する事故の状況及び事故に際して採った処置についての記録 

第５節 共生型障害児通所支援に関する基準 

（共生型児童発達支援の事業を行う指定生活介護事業者の基準） 

第５６条 児童発達支援に係る共生型通所支援（以下「共生型児童発達支援」という。）の

事業を行う指定生活介護事業者（障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するた

めの法律に基づく指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準（平

成１８年厚生労働省令第１７１号。以下「指定障害福祉サービス等基準」という。）第７

８条第１項に規定する指定生活介護事業者をいう。第６４条において同じ。）が当該事業

に関して満たすべき基準は、次のとおりとする。 

⑴ 指定生活介護事業所の従業者の数が、当該指定生活介護事業所が提供する指定生活

介護の利用者の数を指定生活介護の利用者の数及び共生型児童発達支援を受ける障害

児の数の合計数であるとした場合における当該指定生活介護事業所として必要とされ

る数以上であること。 

⑵ 共生型児童発達支援を受ける障害児に対して適切なサービスを提供するため、障害

児入所施設その他の関係施設から必要な技術的支援を受けていること。 

（共生型児童発達支援の事業を行う指定通所介護事業者等の基準） 

第５７条 共生型児童発達支援の事業を行う指定通所介護事業者又は指定地域密着型通所

介護事業者（第６５条において「指定通所介護事業者等」という。）が当該事業に関して

満たすべき基準は、次のとおりとする。 

⑴ 指定通所介護事業所又は指定地域密着型通所介護事業所（以下「指定通所介護事業

所等」という。）の食堂及び機能訓練室（指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び
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運営に関する基準（平成１１年厚生省令第３７号）第９５条第２項第１号又は指定地

域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準（平成１８年厚生労働省

令第３４号。以下「指定地域密着型サービス基準」という。）第２２条第２項第１号に

規定する食堂及び機能訓練室をいう。第６５条第１号において同じ。）の面積を、指定

通所介護又は指定地域密着型通所介護（以下「指定通所介護等」という。）の利用者の

数と共生型児童発達支援を受ける障害児の数の合計数で除して得た面積が３平方メー

トル以上であること。 

⑵ 指定通所介護事業所等の従業者の数が、当該指定通所介護事業所等が提供する指定

通所介護等の利用者の数を指定通所介護等の利用者の数及び共生型児童発達支援を受

ける障害児の数の合計数であるとした場合における当該指定通所介護事業所等として

必要とされる数以上であること。 

⑶ 共生型児童発達支援を受ける障害児に対して適切なサービスを提供するため、障害

児入所施設その他の関係施設から必要な技術的支援を受けていること。 

（共生型児童発達支援の事業を行う指定小規模多機能型居宅介護事業者等の基準） 

第５８条 共生型児童発達支援の事業を行う指定小規模多機能型居宅介護事業者、指定看

護小規模多機能型居宅介護事業者（第６６条において「指定小規模多機能型居宅介護事

業者等」という。）又は指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者が当該事業に関して

満たすべき基準は、次のとおりとする。 

⑴ 指定小規模多機能型居宅介護事業所、指定看護小規模多機能型居宅介護事業所又は

指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所（指定地域密着型介護予防サービスの事

業の人員、設備及び運営並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のた

めの効果的な支援の方法に関する基準（平成１８年厚生労働省令第３６号。以下「指

定地域密着型介護予防サービス基準」という。）第４４条第１項に規定する指定介護予

防小規模多機能型居宅介護事業所をいう。第６６条において同じ。）（以下「指定小規

模多機能型居宅介護事業所等」という。）の登録定員（当該指定小規模多機能型居宅介

護事業所等の登録者の数と共生型生活介護、共生型自立訓練（機能訓練）若しくは共

生型自立訓練（生活訓練）又は共生型児童発達支援若しくは共生型放課後等デイサー

ビス（以下「共生型通いサービス」という。）を利用するために当該指定小規模多機能

型居宅介護事業所等に登録を受けた障害者及び障害児の数の合計数の上限をいう。以

下この条において同じ。）を２９人（サテライト型指定小規模多機能型居宅介護事業所
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（指定地域密着型サービス基準第６３条第７項に規定するサテライト型指定小規模多

機能型居宅介護事業所をいう。第６６条において同じ。）、サテライト型指定看護小規

模多機能型居宅介護事業所（指定地域密着型サービス基準第１７１条第８項に規定す

るサテライト型指定看護小規模多機能型居宅介護事業所をいう。第６６条において同

じ。）又はサテライト型指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所（以下「サテライ

ト型指定小規模多機能型居宅介護事業所等」という。）にあっては、１８人）以下とす

ること。 

⑵ 指定小規模多機能型居宅介護事業所等が提供する指定小規模多機能型居宅介護、指

定看護小規模多機能型居宅介護（第６６条において「指定小規模多機能型居宅介護等」

という。）又は指定介護予防小規模多機能型居宅介護のうち通いサービスの利用定員を

登録定員の２分の１から１５人（登録定員が２５人を超える指定小規模多機能型居宅

介護事業所等にあっては、登録定員に応じて、次の表に定める利用定員、サテライト

型指定小規模多機能型居宅介護事業所等にあっては、１２人）までの範囲内とするこ

と。 

登録定員 利用定員 

２６人又は２７人 １６人 

２８人 １７人 

２９人 １８人 

⑶ 指定小規模多機能型居宅介護事業所等の居間及び食堂は、機能を十分に発揮しうる

適当な広さを有すること。 

⑷ 指定小規模多機能型居宅介護事業所等の従業者の数が、当該指定小規模多機能型居

宅介護事業所等が提供する通いサービスの利用者数を通いサービスの利用者数並びに

共生型通いサービスを受ける障害者及び障害児の数の合計数であるとした場合におけ

る船橋市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定め

る条例（平成２４年船橋市条例第５６号）第８４条若しくは第１９３条又は船橋市指

定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密着型介

護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準等を定める

条例（平成２４年船橋市条例第５７号）第４５条に規定する基準を満たしていること。 

⑸ 共生型児童発達支援を受ける障害児に対して適切なサービスを提供するため、障害

児入所施設その他の関係施設から必要な技術的支援を受けていること。 

（準用） 
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第５９条 第５条、第８条、第９条及び前節（第１２条を除く。）の規定は、共生型児童発

達支援の事業について準用する。 

第６節 基準該当通所支援に関する基準 

（従業者の数） 

第６０条 児童発達支援に係る基準該当通所支援（以下「基準該当児童発達支援」という。）

の事業を行う者が当該事業を行う事業所（以下「基準該当児童発達支援事業所」という。）

に置くべき従業者及びその数は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定めるとお

りとする。 

⑴ 児童指導員、保育士又は障害福祉サービス経験者 基準該当児童発達支援の単位ご

とにその提供を行う時間帯を通じて専ら当該基準該当児童発達支援の提供に当たる児

童指導員、保育士又は障害福祉サービス経験者の合計数が、次に掲げる障害児の数の

区分に応じ、次に定める数 

ア 障害児の数が１０までのもの ２以上 

イ 障害児の数が１０を超えるもの ２に、障害児の数が１０を超えて５又はその端

数を増すごとに１を加えて得た数以上 

⑵ 児童発達支援管理責任者 １以上 

２ 前項第１号の基準該当児童発達支援の単位は、基準該当児童発達支援であって、その

提供が同時に１又は複数の障害児に対して一体的に行われるものをいう。 

３ 第１項第１号の児童指導員、保育士及び障害福祉サービス経験者の半数以上は、児童

指導員又は保育士でなければならない。 

（設備） 

第６１条 基準該当児童発達支援事業所は、指導訓練を行う場所を確保するとともに、基

準該当児童発達支援の提供に必要な設備及び備品等を備えなければならない。 

２ 前項に規定する指導訓練を行う場所は、訓練に必要な機械器具等を備えなければなら

ない。 

３ 第１項に規定する設備及び備品等は、専ら当該基準該当児童発達支援の事業の用に供

するものでなければならない。ただし、障害児の支援に支障がない場合は、この限りで

ない。 

（利用定員） 

第６２条 基準該当児童発達支援事業所は、その利用定員を１０人以上とする。 
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（準用） 

第６３条 第５条、第８条及び第４節（第１２条、第２４条第１項及び第４項、第２５条、

第２６条第１項、第３２条、第３４条、第４７条並びに第５２条第２項を除く。）の規定

は、基準該当児童発達支援の事業について準用する。 

（指定生活介護事業所に関する特例） 

第６４条 次に掲げる要件を満たした指定生活介護事業者が地域において児童発達支援が

提供されていないこと等により児童発達支援を受けることが困難な障害児に対して指定

生活介護を提供する場合には、当該指定生活介護を基準該当児童発達支援と、当該指定

生活介護を行う指定生活介護事業所を基準該当児童発達支援事業所とみなす。この場合

において、この節（前条（第２４条第２項、第３項、第５項及び第６項の規定を準用す

る部分に限る。）を除く。）の規定は、当該指定生活介護事業所については適用しない。 

⑴ 当該指定生活介護事業所の従業者の数が、当該指定生活介護事業所が提供する指定

生活介護の利用者の数を指定生活介護の利用者の数及びこの条の規定により基準該当

児童発達支援とみなされる指定生活介護を受ける障害児の数の合計数であるとした場

合における当該指定生活介護事業所として必要とされる数以上であること。 

⑵ この条の規定に基づき基準該当児童発達支援とみなされる指定生活介護を受ける障

害児に対して適切なサービスを提供するため、障害児入所施設その他の関係施設から

必要な技術的支援を受けていること。 

（指定通所介護事業所等に関する特例） 

第６５条 次に掲げる要件を満たした指定通所介護事業者等が地域において児童発達支援

が提供されていないこと等により児童発達支援を受けることが困難な障害児に対して指

定通所介護等を提供する場合には、当該指定通所介護等を基準該当児童発達支援と、当

該指定通所介護等を行う指定通所介護事業所等を基準該当児童発達支援事業所とみなす。

この場合において、この節（第６３条（第２４条第２項、第３項、第５項及び第６項の

規定を準用する部分に限る。）を除く。）の規定は、当該指定通所介護事業所等について

は適用しない。 

⑴ 当該指定通所介護事業所等の食堂及び機能訓練室の面積を、指定通所介護等の利用

者の数とこの条の規定により基準該当児童発達支援とみなされる指定通所介護等を受

ける障害児の数の合計数で除して得た面積が３平方メートル以上であること。 

⑵ 当該指定通所介護事業所等の従業者の数が、当該指定通所介護事業所等が提供する
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指定通所介護等の利用者の数を指定通所介護等の利用者の数及びこの条の規定により

基準該当児童発達支援とみなされる指定通所介護等を受ける障害児の数の合計数であ

るとした場合における当該指定通所介護事業所等として必要とされる数以上であるこ

と。 

⑶ この条の規定に基づき基準該当児童発達支援とみなされる指定通所介護等を受ける

障害児に対して適切なサービスを提供するため、障害児入所施設その他の関係施設か

ら必要な技術的支援を受けていること。 

（指定小規模多機能型居宅介護事業所等に関する特例） 

第６６条 次に掲げる要件を満たした指定小規模多機能型居宅介護事業者等が地域におい

て児童発達支援が提供されていないこと等により児童発達支援を受けることが困難な障

害児に対して指定小規模多機能型居宅介護等のうち通いサービス（指定地域密着型介護

予防サービス基準第４４条第１項に規定する通いサービスを除く。以下この条において

同じ。）を提供する場合には、当該通いサービスを基準該当児童発達支援と、当該通いサ

ービスを行う指定小規模多機能型居宅介護事業所等（指定介護予防小規模多機能型居宅

介護事業所を除く。以下この条において同じ。）を基準該当児童発達支援事業所とみなす。

この場合において、この節（第６３条（第２４条第２項、第３項、第５項及び第６項の

規定を準用する部分に限る。）を除く。）の規定は、当該指定小規模多機能型居宅介護事

業所等については適用しない。 

⑴ 当該指定小規模多機能型居宅介護事業所等の登録定員（当該指定小規模多機能型居

宅介護事業所等の登録者の数と指定障害福祉サービス等基準第９４条の２の規定によ

り基準該当生活介護とみなされる通いサービス、指定障害福祉サービス等基準第１６

３条の２の規定により基準該当自立訓練（機能訓練）とみなされる通いサービス若し

くは指定障害福祉サービス等基準第１７２条の２の規定により基準該当自立訓練（生

活訓練）とみなされる通いサービス又はこの条の規定により基準該当児童発達支援と

みなされる通いサービス若しくは第８９条において準用するこの条の規定により基準

該当放課後等デイサービスとみなされる通いサービスを利用するために当該指定小規

模多機能型居宅介護事業所等に登録を受けた障害者及び障害児の数の合計数の上限を

いう。以下この条において同じ。）を２９人（サテライト型指定小規模多機能型居宅介

護事業所又はサテライト型指定看護小規模多機能型居宅介護事業所にあっては、１８

人）以下とすること。 
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⑵ 当該指定小規模多機能型居宅介護事業所等の通いサービスの利用定員を登録定員の

２分の１から１５人（登録定員が２５人を超える指定小規模多機能型居宅介護事業所

等にあっては、登録定員に応じて、次の表に定める利用定員、サテライト型指定小規

模多機能型居宅介護事業所又はサテライト型指定看護小規模多機能型居宅介護事業所

にあっては、１２人）までの範囲内とすること。 

登録定員 利用定員 

２６人又は２７人 １６人 

２８人 １７人 

２９人 １８人 

⑶ 当該指定小規模多機能型居宅介護事業所等の居間及び食堂は、機能を十分に発揮し

うる適当な広さを有すること。 

⑷ 当該指定小規模多機能型居宅介護事業所等の従業者の数が、当該指定小規模多機能

型居宅介護事業所等が提供する通いサービスの利用者数を通いサービスの利用者数並

びに指定障害福祉サービス等基準第９４条の２の規定により基準該当生活介護とみな

される通いサービス、指定障害福祉サービス等基準第１６３条の２の規定により基準

該当自立訓練（機能訓練）とみなされる通いサービス若しくは指定障害福祉サービス

等基準第１７２条の２の規定により基準該当自立訓練（生活訓練）とみなされる通い

サービス又はこの条の規定により基準該当児童発達支援とみなされる通いサービス若

しくは第８９条において準用するこの条の規定により基準該当放課後等デイサービス

とみなされる通いサービスを受ける障害者及び障害児の数の合計数であるとした場合

における指定地域密着型サービス基準第６３条又は第１７１条に規定する基準を満た

していること。 

⑸ この条の規定により基準該当児童発達支援とみなされる通いサービスを受ける障害

児に対して適切なサービスを提供するため、障害児入所施設その他の関係施設から必

要な技術的支援を受けていること。 

第５章 医療型児童発達支援 

第１節 基本方針 

（医療型児童発達支援の基本方針） 

第６７条 医療型児童発達支援に係る指定通所支援（以下「指定医療型児童発達支援」と

いう。）の事業は、障害児が日常生活における基本的動作及び知識技能を習得し、並びに

集団生活に適応することができるよう、当該障害児の身体及び精神の状況並びにその置
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かれている環境に応じて適切かつ効果的な指導及び訓練並びに治療を行うものでなけれ

ばならない。 

第２節 人員に関する基準 

（従業者の数） 

第６８条 指定医療型児童発達支援の事業を行う者（以下「指定医療型児童発達支援事業

者」という。）が当該事業を行う事業所（以下「指定医療型児童発達支援事業所」という。）

に置くべき従業者及びその数は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定めるとお

りとする。 

⑴ 医療法（昭和２３年法律第２０５号）に規定する診療所として必要とされる従業者 

同法に規定する診療所として必要とされる数 

⑵ 児童指導員 １以上 

⑶ 保育士 １以上 

⑷ 看護職員 １以上 

⑸ 理学療法士又は作業療法士 １以上 

⑹ 児童発達支援管理責任者 １以上 

２ 前項各号に掲げる従業者のほか、指定医療型児童発達支援事業所において日常生活を

営むのに必要な言語訓練等を行う場合には、機能訓練担当職員を置かなければならない。 

３ 第１項各号及び前項に規定する従業者は、専ら当該指定医療型児童発達支援事業所の

職務に従事する者でなければならない。ただし、障害児の支援に支障がない場合は、障

害児の保護に直接従事する従業者を除き、併せて設置する他の社会福祉施設の職務に従

事させることができる。 

（準用） 

第６９条 第８条の規定は、指定医療型児童発達支援の事業について準用する。 

第３節 設備に関する基準 

（設備） 

第７０条 指定医療型児童発達支援事業所の設備の基準は、次のとおりとする。 

⑴ 医療法に規定する診療所として必要とされる設備を有すること。 

⑵ 指導訓練室、屋外訓練場、相談室及び調理室を有すること。 

⑶ 浴室及び便所の手すり等身体の機能の不自由を助ける設備を有すること。 

２ 指定医療型児童発達支援事業所は、その階段の傾斜を緩やかにしなければならない。 
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３ 第１項各号に掲げる設備は、専ら当該指定医療型児童発達支援の事業の用に供するも

のでなければならない。ただし、障害児の支援に支障がない場合は、同項第１号に掲げ

る設備を除き、併せて設置する他の社会福祉施設の設備に兼ねることができる。 

第４節 運営に関する基準 

（利用定員） 

第７１条 指定医療型児童発達支援事業所は、その利用定員を１０人以上とする。 

（通所利用者負担額の受領） 

第７２条 指定医療型児童発達支援事業者は、指定医療型児童発達支援を提供した際は、

通所給付決定保護者から当該指定医療型児童発達支援に係る通所利用者負担額の支払を

受けるものとする。 

２ 指定医療型児童発達支援事業者は、法定代理受領を行わない指定医療型児童発達支援

を提供した際は、通所給付決定保護者から、次に掲げる費用の額の支払を受けるものと

する。 

⑴ 当該指定医療型児童発達支援に係る指定通所支援費用基準額 

⑵ 当該指定医療型児童発達支援のうち肢体不自由児通所医療（食事療養を除く。以下

同じ。）に係るものにつき健康保険の療養に要する費用の額の算定方法の例により算定

した費用の額 

３ 指定医療型児童発達支援事業者は、前２項の支払を受ける額のほか、指定医療型児童

発達支援において提供される便宜に要する費用のうち、次に掲げる費用の額の支払を通

所給付決定保護者から受けることができる。 

⑴ 食事の提供に要する費用 

⑵ 日用品費 

⑶ 前２号に掲げるもののほか、指定医療型児童発達支援において提供される便宜に要

する費用のうち、日常生活においても通常必要となるものに係る費用であって、通所

給付決定保護者に負担させることが適当と認められるもの 

４ 前項第１号に掲げる費用については、省令第６０条第４項の規定により厚生労働大臣

が定めるところによるものとする。 

５ 指定医療型児童発達支援事業者は、第１項から第３項までの費用の額の支払を受けた

場合は、当該費用に係る領収証を当該費用の額を支払った通所給付決定保護者に対し交

付しなければならない。 
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６ 指定医療型児童発達支援事業者は、第３項の費用に係るサービスの提供に当たっては、

あらかじめ、通所給付決定保護者に対し、当該サービスの内容及び費用について説明を

行い、通所給付決定保護者の同意を得なければならない。 

（障害児通所給付費の額に係る通知等） 

第７３条 指定医療型児童発達支援事業者は、法定代理受領により指定医療型児童発達支

援に係る障害児通所給付費又は肢体不自由児通所医療費の支給を受けた場合は、通所給

付決定保護者に対し、当該通所給付決定保護者に係る障害児通所給付費及び肢体不自由

児通所医療費の額を通知しなければならない。 

２ 指定医療型児童発達支援事業者は、前条第２項の法定代理受領を行わない指定医療型

児童発達支援に係る費用の額の支払を受けた場合は、その提供した指定医療型児童発達

支援の内容、費用の額その他必要と認められる事項を記載したサービス提供証明書を通

所給付決定保護者に対して交付しなければならない。 

（通所給付決定保護者に関する市町村への通知） 

第７４条 指定医療型児童発達支援事業者は、指定医療型児童発達支援を受けている障害

児に係る通所給付決定保護者が偽りその他不正な行為によって障害児通所給付費若しく

は特例障害児通所給付費又は肢体不自由児通所医療費の支給を受け、又は受けようとし

たときは、遅滞なく、意見を付してその旨を市町村に通知しなければならない。 

（運営規程） 

第７５条 指定医療型児童発達支援事業者は、指定医療型児童発達支援事業所ごとに、次

に掲げる事業の運営についての重要事項に関する運営規程を定めておかなければならな

い。 

⑴ 事業の目的及び運営の方針 

⑵ 従業者の職種、数及び職務の内容 

⑶ 営業日及び営業時間 

⑷ 利用定員 

⑸ 指定医療型児童発達支援の内容並びに通所給付決定保護者から受領する費用の種類

及びその額 

⑹ 通常の事業の実施地域 

⑺ サービスの利用に当たっての留意事項 

⑻ 緊急時等における対応方法 
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⑼ 非常災害対策 

⑽ 虐待の防止のための措置に関する事項 

⑾ その他運営に関する重要事項 

（情報の提供等） 

第７６条 指定医療型児童発達支援事業者は、指定医療型児童発達支援を利用しようとす

る障害児が、これを適切かつ円滑に利用できるように、当該指定医療型児童発達支援事

業者が実施する事業の内容に関する情報の提供を行うよう努めなければならない。 

２ 指定医療型児童発達支援事業者は、当該指定医療型児童発達支援事業者について広告

をする場合において、その内容を虚偽のもの又は誇大なものとしてはならない。 

（準用） 

第７７条 第１３条から第２３条まで、第２５条、第２７条（第４項及び第５項を除く。）

から第３５条まで、第３７条、第３９条から第４２条まで、第４４条から第４８条まで、

第５０条から第５３条まで及び第５５条の規定は、指定医療型児童発達支援の事業につ

いて準用する。この場合において、第１３条第１項中「第３８条」とあるのは「第７５

条」と、第１７条中「いう。第３８条第６号及び」とあるのは「いう。」と、第２３条第

２項中「次条」とあるのは「第７２条」と、第２７条第１項及び第２８条中「児童発達

支援計画」とあるのは「医療型児童発達支援計画」と、第３５条中「医療機関」とある

のは「他の専門医療機関」と、第４４条中「従業者の勤務の体制、前条の協力医療機関」

とあるのは「従業者の勤務の体制」と、第５５条第２項第２号中「児童発達支援計画」

とあるのは「医療型児童発達支援計画」と、第５５条第２項第３号中「第３６条」とあ

るのは「第７４条」と読み替えるものとする。 

第６章 放課後等デイサービス 

第１節 基本方針 

（放課後等デイサービスの基本方針） 

第７８条 放課後等デイサービスに係る指定通所支援（以下「指定放課後等デイサービス」

という。）の事業は、障害児が生活能力の向上のために必要な訓練を行い、及び社会との

交流を図ることができるよう、当該障害児の身体及び精神の状況並びにその置かれてい

る環境に応じて適切かつ効果的な指導及び訓練を行うものでなければならない。 

第２節 人員に関する基準 

（従業者の数） 

－59－



第７９条 指定放課後等デイサービスの事業を行う者（以下「指定放課後等デイサービス

事業者」という。）が当該事業を行う事業所（以下「指定放課後等デイサービス事業所」

という。）に置くべき従業者及びその数は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定

めるとおりとする。 

⑴ 児童指導員、保育士又は障害福祉サービス経験者 指定放課後等デイサービスの単

位ごとにその提供を行う時間帯を通じて専ら当該指定放課後等デイサービスの提供に

当たる児童指導員、保育士又は障害福祉サービス経験者の合計数が、次に掲げる障害

児の数の区分に応じ、次に定める数 

ア 障害児の数が１０までのもの ２以上 

イ 障害児の数が１０を超えるもの ２に、障害児の数が１０を超えて５又はその端

数を増すごとに１を加えて得た数以上 

⑵ 児童発達支援管理責任者 １以上 

２ 前項各号に掲げる従業者のほか、指定放課後等デイサービス事業所において日常生活

を営むのに必要な機能訓練を行う場合には、機能訓練担当職員を置かなければならない。

この場合において、当該機能訓練担当職員が指定放課後等デイサービスの単位ごとにそ

の提供を行う時間帯を通じて専ら当該指定放課後等デイサービスの提供に当たる場合に

は、当該機能訓練担当職員の数を児童指導員、保育士又は障害福祉サービス経験者の合

計数に含めることができる。 

３ 前２項の規定にかかわらず、主として重症心身障害児を通わせる指定放課後等デイサ

ービス事業所に置くべき従業者及びその数は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号

に定めるとおりとする。ただし、指定放課後等デイサービスの単位ごとにその提供を行

う時間帯のうち日常生活を営むのに必要な機能訓練を行わない時間帯については、第４

号の機能訓練担当職員を置かないことができる。 

⑴ 嘱託医 １以上 

⑵ 看護職員 １以上 

⑶ 児童指導員又は保育士 １以上 

⑷ 機能訓練担当職員 １以上 

⑸ 児童発達支援管理責任者 １以上 

４ 第１項第１号及び第２項の指定放課後等デイサービスの単位は、指定放課後等デイサ

ービスであって、その提供が同時に１又は複数の障害児に対して一体的に行われるもの 
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をいう。 

５ 第１項第１号の児童指導員、保育士又は障害福祉サービス経験者のうち、１人以上は、

常勤でなければならない。 

６ 第１項第１号の児童指導員、保育士及び障害福祉サービス経験者の半数以上は、児童

指導員又は保育士でなければならない。 

７ 第１項第２号に掲げる児童発達支援管理責任者のうち、１人以上は、専任かつ常勤で

なければならない。 

（準用） 

第８０条 第８条及び第９条の規定は、指定放課後等デイサービスの事業について準用す

る。 

第３節 設備に関する基準 

（設備） 

第８１条 指定放課後等デイサービス事業所は、指導訓練室のほか、指定放課後等デイサ

ービスの提供に必要な設備及び備品等を設けなければならない。 

２ 前項に規定する指導訓練室は、訓練に必要な機械器具等を備えなければならない。 

３ 第１項に規定する設備及び備品等は、専ら当該指定放課後等デイサービスの事業の用

に供するものでなければならない。ただし、障害児の支援に支障がない場合は、この限

りでない。 

第４節 運営に関する基準 

（利用定員） 

第８２条 指定放課後等デイサービス事業所は、その利用定員を１０人以上とする。ただ

し、主として重症心身障害児を通わせる指定放課後等デイサービス事業所にあっては、

利用定員を５人以上とすることができる。 

（通所利用者負担額の受領） 

第８３条 指定放課後等デイサービス事業者は、指定放課後等デイサービスを提供した際

は、通所給付決定保護者から当該指定放課後等デイサービスに係る通所利用者負担額の

支払を受けるものとする。 

２ 指定放課後等デイサービス事業者は、法定代理受領を行わない指定放課後等デイサー

ビスを提供した際は、通所給付決定保護者から、当該指定放課後等デイサービスに係る

指定通所支援費用基準額の支払を受けるものとする。 
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３ 指定放課後等デイサービス事業者は、前２項の支払を受ける額のほか、指定放課後等

デイサービスにおいて提供される便宜に要する費用のうち、日常生活においても通常必

要となるものに係る費用であって、通所給付決定保護者に負担させることが適当と認め

られるものの額の支払を通所給付決定保護者から受けることができる。 

４ 指定放課後等デイサービス事業者は、前３項の費用の額の支払を受けた場合は、当該

費用に係る領収証を当該費用の額を支払った通所給付決定保護者に対し交付しなければ

ならない。 

５ 指定放課後等デイサービス事業者は、第３項の費用に係るサービスの提供に当たって

は、あらかじめ、通所給付決定保護者に対し、当該サービスの内容及び費用について説

明を行い、通所給付決定保護者の同意を得なければならない。 

（準用） 

第８４条 第１３条から第２３条まで、第２５条から第３１条まで、第３３条、第３５条

から第４６条まで、第４８条から第５１条まで、第５２条第１項及び第５３条から第５

５条までの規定は、指定放課後等デイサービスの事業について準用する。この場合にお

いて、第１７条中「いう。第３８条第６号及び第５２条第２項」とあるのは「いう。第

８４条において準用する第３８条第６号」と、第２３条第２項中「次条」とあるのは「第

８３条」と、第２６条第２項中「第２４条第２項」とあるのは「第８３条第２項」と、

第２７条第１項、第２８条及び第５５条第２項第２号中「児童発達支援計画」とあるの

は「放課後等デイサービス計画」と読み替えるものとする。 

第５節 共生型障害児通所支援に関する基準 

（準用） 

第８５条 第８条、第９条、第１３条から第２３条まで、第２５条から第３１条まで、第

３３条、第３５条から第４６条まで、第４８条から第５１条まで、第５２条第１項、第

５３条から第５８条まで、第７８条及び第８３条の規定は、共生型放課後等デイサービ

スの事業について準用する。 

第６節 基準該当通所支援に関する基準 

（従業者の数） 

第８６条 放課後等デイサービスに係る基準該当通所支援（以下「基準該当放課後等デイ

サービス」という。）の事業を行う者が当該事業を行う事業所（以下「基準該当放課後等

デイサービス事業所」という。）に置くべき従業者及びその数は、次の各号に掲げる区分
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に応じ、当該各号に定めるとおりとする。 

⑴ 児童指導員、保育士又は障害福祉サービス経験者 基準該当放課後等デイサービス

の単位ごとにその提供を行う時間帯を通じて専ら当該基準該当放課後等デイサービス

の提供に当たる児童指導員、保育士又は障害福祉サービス経験者の合計数が、次に掲

げる障害児の数の区分に応じ、次に定める数 

ア 障害児の数が１０までのもの ２以上 

イ 障害児の数が１０を超えるもの ２に、障害児の数が１０を超えて５又はその端

数を増すごとに１を加えて得た数以上 

⑵ 児童発達支援管理責任者 １以上 

２ 前項第１号の基準該当放課後等デイサービスの単位は、基準該当放課後等デイサービ

スであって、その提供が同時に１又は複数の障害児に対して一体的に行われるものをい

う。 

３ 第１項第１号の児童指導員、保育士及び障害福祉サービス経験者の半数以上は、児童

指導員又は保育士でなければならない。 

（設備） 

第８７条 基準該当放課後等デイサービス事業所は、指導訓練を行う場所を確保するとと

もに、基準該当放課後等デイサービスの提供に必要な設備及び備品等を備えなければな

らない。 

２ 前項に規定する指導訓練を行う場所は、訓練に必要な機械器具等を備えなければなら

ない。 

３ 第１項に規定する設備及び備品等は、専ら当該基準該当放課後等デイサービスの事業

の用に供するものでなければならない。ただし、障害児の支援に支障がない場合は、こ

の限りでない。 

（利用定員） 

第８８条 基準該当放課後等デイサービス事業所は、その利用定員を１０人以上とする。 

（準用） 

第８９条 第８条、第１３条から第２３条まで、第２６条第２項、第２７条から第３１条

まで、第３３条、第３５条から第４６条まで、第４８条から第５１条まで、第５２条第

１項、第５３条から第５５条まで、第６４条から第６６条まで、第７８条及び第８３条

（第１項を除く。）の規定は、基準該当放課後等デイサービスの事業について準用する。 
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第７章 居宅訪問型児童発達支援 

第１節 基本方針 

（居宅訪問型児童発達支援の基本方針） 

第９０条 居宅訪問型児童発達支援に係る指定通所支援（以下「指定居宅訪問型児童発達

支援」という。）の事業は、障害児が日常生活における基本的動作及び知識技能を習得し、

並びに生活能力の向上を図ることができるよう、当該障害児の身体及び精神の状況並び

にその置かれている環境に応じて適切かつ効果的な支援を行うものでなければならない。 

第２節 人員に関する基準 

（従業者の数） 

第９１条 指定居宅訪問型児童発達支援の事業を行う者（以下「指定居宅訪問型児童発達

支援事業者」という。）が当該事業を行う事業所（以下「指定居宅訪問型児童発達支援事

業所」という。）に置くべき従業者及びその数は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各

号に定めるとおりとする。 

⑴ 訪問支援員 事業規模に応じて訪問支援を行うために必要な数 

⑵ 児童発達支援管理責任者 １以上 

２ 前項第１号に掲げる訪問支援員は、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、看護職員

若しくは保育士の資格を取得後又は児童指導員若しくは心理指導担当職員として配置さ

れた日以後、障害児について、入浴、排せつ、食事その他の介護を行い、及び当該障害

児の介護を行う者に対して介護に関する指導を行う業務又は日常生活における基本的な

動作の指導、知識技能の付与、生活能力の向上のために必要な訓練その他の支援（以下

「訓練等」という。）を行い、及び当該障害児の訓練等を行う者に対して訓練等に関する

指導を行う業務その他職業訓練又は職業教育に係る業務に３年以上従事した者でなけれ

ばならない。 

３ 第１項第２号に掲げる児童発達支援管理責任者のうち１人以上は、専ら当該指定居宅

訪問型児童発達支援事業所の職務に従事する者でなければならない。 

（準用） 

第９２条 第８条の規定は、指定居宅訪問型児童発達支援の事業について準用する。この

場合において、同条中「ただし、」とあるのは、「ただし、第９１条第１項第１号に掲げ

る訪問支援員及び同項第２号に掲げる児童発達支援管理責任者を併せて兼ねる場合を除

き、」と読み替えるものとする。 
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第３節 設備に関する基準 

（設備） 

第９３条 指定居宅訪問型児童発達支援事業所には、事業の運営を行うために必要な広さ

を有する専用の区画を設けるほか、指定居宅訪問型児童発達支援の提供に必要な設備及

び備品等を備えなければならない。 

２ 前項に規定する設備及び備品等は、専ら当該指定居宅訪問型児童発達支援の事業の用

に供するものでなければならない。ただし、障害児の支援に支障がない場合は、この限

りでない。 

第４節 運営に関する基準 

（身分を証する書類の携行） 

第９４条 指定居宅訪問型児童発達支援事業者は、従業者に身分を証する書類を携行させ、

初回訪問時及び障害児又は通所給付決定保護者その他の当該障害児の家族から求められ

たときは、これを提示すべき旨を指導しなければならない。 

（通所利用者負担額の受領） 

第９５条 指定居宅訪問型児童発達支援事業者は、指定居宅訪問型児童発達支援を提供し

た際は、通所給付決定保護者から当該指定居宅訪問型児童発達支援に係る通所利用者負

担額の支払を受けるものとする。 

２ 指定居宅訪問型児童発達支援事業者は、法定代理受領を行わない指定居宅訪問型児童

発達支援を提供した際は、通所給付決定保護者から、当該指定居宅訪問型児童発達支援

に係る指定通所支援費用基準額の支払を受けるものとする。 

３ 指定居宅訪問型児童発達支援事業者は、前２項の支払を受ける額のほか、通所給付決

定保護者の選定により通常の事業の実施地域（当該指定居宅訪問型児童発達支援事業所

が通常時に指定居宅訪問型児童発達支援を提供する地域をいう。次条第５号において同

じ。）以外の地域において指定居宅訪問型児童発達支援を提供する場合は、それに要した

交通費の額の支払を通所給付決定保護者から受けることができる。 

４ 指定居宅訪問型児童発達支援事業者は、前３項の費用の額の支払を受けた場合は、当

該費用に係る領収証を当該費用の額を支払った通所給付決定保護者に対し交付しなけれ

ばならない。 

５ 指定居宅訪問型児童発達支援事業者は、第３項の交通費については、あらかじめ、通

所給付決定保護者に対し、その額について説明を行い、通所給付決定保護者の同意を得
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なければならない。 

（運営規程） 

第９６条 指定居宅訪問型児童発達支援事業者は、指定居宅訪問型児童発達支援事業所ご

とに、次に掲げる事業の運営についての重要事項に関する運営規程を定めておかなけれ

ばならない。 

⑴ 事業の目的及び運営の方針 

⑵ 従業者の職種、数及び職務の内容 

⑶ 営業日及び営業時間 

⑷ 指定居宅訪問型児童発達支援の内容並びに通所給付決定保護者から受領する費用の

種類及びその額 

⑸ 通常の事業の実施地域 

⑹ サービスの利用に当たっての留意事項 

⑺ 緊急時等における対応方法 

⑻ 虐待の防止のための措置に関する事項 

⑼ その他運営に関する重要事項 

（準用） 

第９７条 第１３条から第２３条まで、第２５条、第２６条、第２７条（第４項及び第５

項を除く。）、第２８条から第３１条まで、第３３条、第３５条から第３７条まで、第３

９条、第４２条から第４６条まで、第４８条、第５０条、第５１条、第５２条第１項、

第５３条から第５５条まで及び第７６条の規定は、指定居宅訪問型児童発達支援の事業

について準用する。この場合において、第１３条第１項中「第３８条」とあるのは「第

９６条」と、第１７条中「いう。第３８条第６号及び第５２条第２項において同じ。」と

あるのは「いう。」と、第２３条第２項中「次条」とあるのは「第９５条」と、第２６条

第２項中「第２４条第２項」とあるのは「第９５条第２項」と、第２７条第１項、第２

８条及び第５５条第２項第２号中「児童発達支援計画」とあるのは「居宅訪問型児童発

達支援計画」と読み替えるものとする。 

第８章 保育所等訪問支援 

第１節 基本方針 

（保育所等訪問支援の基本方針） 

第９８条 保育所等訪問支援に係る指定通所支援（以下「指定保育所等訪問支援」という。）
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の事業は、障害児が障害児以外の児童との集団生活に適応することができるよう、当該

障害児の身体及び精神の状況並びにその置かれている環境に応じて適切かつ効果的な支

援を行うものでなければならない。 

第２節 人員に関する基準 

（従業者の数） 

第９９条 指定保育所等訪問支援の事業を行う者が当該事業を行う事業所（以下「指定保

育所等訪問支援事業所」という。）に置くべき従業者及びその数は、次の各号に掲げる区

分に応じ、当該各号に定めるとおりとする。 

⑴ 訪問支援員 事業規模に応じて訪問支援を行うために必要な数 

⑵ 児童発達支援管理責任者 １以上 

２ 前項第２号に掲げる児童発達支援管理責任者のうち１人以上は、専ら当該指定保育所

等訪問支援事業所の職務に従事する者でなければならない。 

（準用） 

第１００条 第８条の規定は、指定保育所等訪問支援の事業について準用する。この場合

において、同条中「ただし、」とあるのは、「ただし、第９９条第１項第１号に掲げる訪

問支援員及び同項第２号に掲げる児童発達支援管理責任者を併せて兼ねる場合を除き、」

と読み替えるものとする。 

第３節 設備に関する基準 

（準用） 

第１０１条 第９３条の規定は、指定保育所等訪問支援の事業について準用する。 

第４節 運営に関する基準 

（準用） 

第１０２条 第１３条から第２３条まで、第２５条、第２６条、第２７条（第４項及び第

５項を除く。）、第２８条から第３１条まで、第３３条、第３５条から第３７条まで、第

３９条、第４２条、第４４条から第４６条まで、第４８条、第５０条、第５１条、第５

２条第１項、第５３条から第５５条まで、第７６条及び第９４条から第９６条までの規

定は、指定保育所等訪問支援の事業について準用する。この場合において、第１３条第

１項中「第３８条」とあるのは「第１０２条において準用する第９６条」と、第１７条

中「いう。第３８条第６号及び第５２条第２項において同じ。」とあるのは「いう。」と、

第２３条第２項中「次条」とあるのは「第１０２条において準用する第９５条」と、第
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２６条第２項中「第２４条第２項」とあるのは「第１０２条において準用する第９５条

第２項」と、第２７条第１項及び第２８条中「児童発達支援計画」とあるのは「保育所

等訪問支援計画」と、第４４条中「従業者の勤務の体制、前条の協力医療機関」とある

のは「従業者の勤務の体制」と、第５５条第２項第２号中「児童発達支援計画」とある

のは「保育所等訪問支援計画」と読み替えるものとする。 

第９章 多機能型事業所に関する特例 

（従業者の数に関する特例） 

第１０３条 多機能型事業所（この条例に規定する事業のみを行う多機能型事業所に限る。）

に係る事業を行う者に対する第６条第１項、第２項及び第４項、第７条、第６８条、第

７９条第１項、第２項及び第４項、第９１条第１項並びに第９９条第１項の規定の適用

については、第６条第１項中「事業所（以下「指定児童発達支援事業所」という。）」と

あるのは「多機能型事業所」と、同項第１号中「指定児童発達支援」とあるのは「指定

通所支援」と、同条第２項中「指定児童発達支援事業所」とあるのは「多機能型事業所」

と、「指定児童発達支援」とあるのは「指定通所支援」と、同条第４項中「指定児童発達

支援」とあるのは「指定通所支援」と、第７条第１項中「指定児童発達支援事業所」と

あるのは「多機能型事業所」と、同項第２号ア中「指定児童発達支援」とあるのは「指

定通所支援」と、同条第２項及び第３項中「指定児童発達支援事業所」とあるのは「多

機能型事業所」と、同項第１号中「指定児童発達支援」とあるのは「指定通所支援」と、

同条第４項中「指定児童発達支援事業所」とあるのは「多機能型事業所」と、同条第５

項中「指定児童発達支援」とあるのは「指定通所支援」と、同条第６項中「指定児童発

達支援事業所」とあるのは「多機能型事業所」と、「指定児童発達支援の」とあるのは「指

定通所支援の」と、第６８条第１項中「事業所（以下「指定医療型児童発達支援事業所」

という。）」とあり、並びに同条第２項及び第３項中「指定医療型児童発達支援事業所」

とあるのは「多機能型事業所」と、第７９条第１項中「事業所（以下「指定放課後等デ

イサービス事業所」という。）」とあるのは「多機能型事業所」と、同項第１号中「指定

放課後等デイサービス」とあるのは「指定通所支援」と、同条第２項中「指定放課後等

デイサービス事業所」とあるのは「多機能型事業所」と、「指定放課後等デイサービスの」

とあるのは「指定通所支援の」と、同条第４項中「指定放課後等デイサービス」とある

のは「指定通所支援」と、第９１条第１項中「事業所（以下「指定居宅訪問型児童発達

支援事業所」という。）」とあるのは「多機能型事業所」と、第９９条第１項中「事業所
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（以下「指定保育所等訪問支援事業所」という。）」とあるのは「多機能型事業所」とす

る。 

２ 利用定員の合計が２０人未満である多機能型事業所（この条例に規定する事業のみを

行う多機能型事業所を除く。）は、第６条第５項及び第７９条第５項の規定にかかわらず、

当該多機能型事業所に置くべき従業者（児童発達支援管理責任者、嘱託医及び管理者を

除く。）のうち、１人以上は、常勤でなければならないとすることができる。 

（設備に関する特例） 

第１０４条 多機能型事業所については、サービスの提供に支障を来さないよう配慮しつ

つ、一体的に事業を行う他の多機能型事業所の設備を兼用することができる。 

（利用定員に関する特例） 

第１０５条 多機能型事業所（この条例に規定する事業のみを行う多機能型事業所に限る。）

は、第１２条、第７１条及び第８２条の規定にかかわらず、その利用定員を、当該多機

能型事業所が行う全ての指定通所支援の事業を通じて１０人以上とすることができる。 

２ 利用定員の合計が２０人以上である多機能型事業所（この条例に規定する事業のみを

行う多機能型事業所を除く。）は、第１２条、第７１条及び第８２条の規定にかかわらず、

指定児童発達支援、指定医療型児童発達支援又は指定放課後等デイサービスの利用定員

を５人以上（指定児童発達支援の事業、指定医療型児童発達支援の事業又は指定放課後

等デイサービスの事業を併せて行う場合にあっては、これらの事業を通じて５人以上）

とすることができる。 

３ 前２項の規定にかかわらず、主として重症心身障害児を通わせる多機能型事業所は、

第１２条、第７１条及び第８２条の規定にかかわらず、その利用定員を５人以上とする

ことができる。 

４ 第２項の規定にかかわらず、多機能型事業所は、主として重度の知的障害及び重度の

上肢、下肢又は体幹の機能の障害が重複している障害者につき行う生活介護の事業を併

せて行う場合にあっては、第１２条、第７１条及び第８２条の規定にかかわらず、その

利用定員を、当該多機能型事業所が行う全ての事業を通じて５人以上とすることができ

る。 

５ 離島その他の地域であって省令第８２条第５項の規定により厚生労働大臣が定めると

ころによるもののうち、将来的にも利用者の確保の見込みがないものとして市長が認め

るものにおいて事業を行う多機能型事業所（この条例に規定する事業のみを行う多機能
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型事業所を除く。）については、第２項中「２０人」とあるのは、「１０人」とする。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和元年８月１日から施行する。 

（船橋市障害福祉サービス事業の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部改正） 

２ 船橋市障害福祉サービス事業の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２４年

船橋市条例第６４号）の一部を次のように改正する。 

  第８９条第１項中「児童福祉法に基づく指定通所支援の事業の人員、設備及び運営に

関する基準（平成２４年厚生労働省令第１５号。以下「指定通所支援基準」を「船橋市

指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例（令和元年船

橋市条例第  号。以下「指定通所支援基準条例」に、「指定通所支援基準第５条第１項

第２号」を「指定通所支援基準条例第６条第１項第２号」に改める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

理 由 

 

地方自治法施行令の一部改正に伴い、指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関

する基準等について、所要の定めをする等の必要がある。これが、この条例案を提出する

理由である。 
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議案第１２号 

 

船橋市自転車等駐車場条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

令和元年５月３０日提出 

 

船 橋 市 長   松  戸   徹  

 

 

船橋市自転車等駐車場条例の一部を改正する条例 

 

船橋市自転車等駐車場条例（平成２７年船橋市条例第５２号）の一部を次のように改正

する。 

別表第５に次のように加える。 

原動機付自転車 １回につき１台 ２００円 

原動機付自転車回数券 １回日ぎめ利用券１１枚 ２，０００円 

   附 則 

 この条例は、令和元年８月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

理 由 

 

第二種自転車等駐車場における原動機付自転車の日ぎめ利用に係る整理料について、所

要の改正を行う必要がある。これが、この条例案を提出する理由である。 
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議案第１３号 

 

船橋市西船橋駅第十自転車等駐車場増設工事（２期工事）請負契約の締結について 

 

船橋市西船橋駅第十自転車等駐車場増設工事（２期工事）について、次のとおり請負契

約を締結する。 

 

令和元年５月３０日提出 

 

船 橋 市 長  松  戸   徹  

 

 

記 

 

１ 契約の目的  船橋市西船橋駅第十自転車等駐車場増設工事（２期工事） 

２ 契約の方法  一般競争入札 

３ 契 約 金 額  ２５５，２００，０００円 

４ 契約の相手方  千葉県船橋市西船４丁目１４番１２号 

          木村建設工業株式会社 

          代表取締役  木 村  本 治 

 

 

 

 

 

理 由 

 

船橋市西船橋駅第十自転車等駐車場増設工事（２期工事）を執行するについて、議会の

議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例第２条の規定により議会の議決

を得る必要がある。 
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議案第１４号 

 

船橋市立八栄小学校給食用厨房備品物品供給契約の締結について 

 

船橋市立八栄小学校給食用厨房備品の購入について、次のとおり物品供給契約を締結す

る。 

 

令和元年５月３０日提出 

 

船 橋 市 長  松  戸   徹  

 

 

記 

 

１ 契約の目的  船橋市立八栄小学校給食用厨房備品の購入 

２ 契約の方法  一般競争入札 

３ 契 約 金 額  ４１，２５０，０００円 

４ 契約の相手方  千葉県船橋市駿河台１丁目３３番８号 

コンフィデンス駿河台２Ｆ 

          株式会社マルゼン 船橋支社 

          支社長  小野塚  洋 介 

 

 

 

 

 

理 由 

 

 船橋市立八栄小学校給食用厨房備品を購入するについて、議会の議決に付すべき契約及

び財産の取得又は処分に関する条例第３条の規定により議会の議決を得る必要がある。 
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議案第１５号 

 

（仮称）藤原市民の森緑地用地の取得について 

 

（仮称）藤原市民の森緑地用地として、次のとおり土地を取得する。 

 

令和元年５月３０日提出 

 

船 橋 市 長  松  戸   徹  

 

 

記 

 

１ 取得する土地  所在地  船橋市藤原７丁目４１６番１ほか２筆 

          面 積  ２２，６８０．０５平方メートル 

２ 取 得 価 格  ６７５，８６５，４９０円 

３ 契約の相手方  船橋市在住 Ａ 

 

  

  

  

 

 

 

 

 

理 由 

 

（仮称）藤原市民の森緑地用地を取得するについて、議会の議決に付すべき契約及び財

産の取得又は処分に関する条例第３条の規定により議会の議決を得る必要がある。 
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議案第１６号 

 

   千葉県市町村総合事務組合を組織する地方公共団体の数の減少及び千葉県市町村総

合事務組合規約の一部を改正する規約の制定に関する協議について 

 

 令和元年８月３１日をもって香取市東庄町病院組合が解散することに伴い、千葉県市町

村総合事務組合を組織する地方公共団体の数の減少及び千葉県市町村総合事務組合規約の

一部を改正する規約を次のとおり制定することについて、地方自治法（昭和２２年法律第

６７号）第２８６条第１項の規定により、関係地方公共団体と協議するに当たり、同法第

２９０条の規定により議会の議決を求める。 

 

  令和元年５月３０日提出 

 

                        船 橋 市 長  松  戸   徹 

 

 

   千葉県市町村総合事務組合規約の一部を改正する規約 

 

 千葉県市町村総合事務組合規約（昭和３０年千葉県告示第４９６号）の一部を次のよう

に改正する。 

 別表第１中「長門川水道企業団 香取市東庄町病院組合 国保国吉病院組合」を「長門

川水道企業団 国保国吉病院組合」に改める。 

 別表第２第３条第１項第１号に掲げる事務の項及び第３条第１項第３号に掲げる事務の

項中「長門川水道企業団 香取市東庄町病院組合 国保国吉病院組合」を「長門川水道企

業団 国保国吉病院組合」に改め、同表第３条第１項第１１号に掲げる事務の項中「鋸南

町 香取市東庄町病院組合 国保国吉病院組合」を「鋸南町 国保国吉病院組合」に改め

る。 

   附 則 

 この規約は、令和元年９月１日から施行する。 
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理 由 

  

千葉県市町村総合事務組合を組織する地方公共団体の数の減少及び千葉県市町村総合事

務組合規約の一部を改正する規約の制定に関する協議については、地方自治法第２９０条

の規定により議会の議決を得る必要がある。 
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議案第１７号 

 

   市道の路線認定及び変更について 

 

 市道の路線を次のとおり認定及び変更する。 

 

  令和元年５月３０日提出 

 

船 橋 市 長  松  戸   徹  

認定    
 

路線番号 起       点 終       点 
路  線  内  訳 

備  考 
巾 員 m 延 長 m 

03-177 西船二丁目 2243-46 西船二丁目 2243-14 
6.00 

90.07   

6.00 

03-178 西船二丁目 2243-43 西船二丁目 2243-30 
5.50 

76.65  

8.50 

03P003 西船二丁目 2243-29 西船二丁目 2243-28 
3.00 

21.45  

3.00 

37-146 高根町 643-11 高根町 637-6 
6.00 

147.82  

6.50 

41-024 中野木二丁目 281-72 中野木二丁目 280-31 
6.00 

167.26  

6.00 

52-068 新高根一丁目 989-4 新高根一丁目 989-9 
5.50 

54.32  

5.50 

58-192 習志野台七丁目 1578-28 習志野台七丁目 1578-22 
6.00 

116.87  

6.00 

59-174 坪井町 807-31 坪井町 807-13 
6.00 

198.05  

6.25 

62-101 大穴南四丁目 958-131 大穴南四丁目 958-113 
6.00 

144.90  

6.00 

62-102 大穴南四丁目 958-127 大穴南四丁目 958-114 
6.00 

89.73  

6.00 

64-140 三咲一丁目 356-1 三咲一丁目 356-30 
6.00 

262.34  

6.00 
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路線番号 起       点 終       点 
路  線  内  訳 

備  考 
巾 員 m 延 長 m 

79-136 小室町 3470-16 小室町 3470-26 
6.00 

121.66  

6.00  

合 計 

  

 
1,491.12  
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変更    
 

路線番号 起       点 終       点 
路  線  内  訳 

備  考 
巾 員 m 延 長 m 

14-017 本町一丁目 1191-7 本町一丁目 1188-5 
 3.33 

87.80 
変更前 

 
3.47 

14-017 本町一丁目 1193-1 本町一丁目 1195-1 
3.18 

29.93 
変更後 

 
3.46 

   
 

△57.87 
 

 

37-143 高根町 642-2 高根町 658-3 
5.92 

60.72 
変更前 

 
6.57 

37-143 高根町 642-2 高根町 637-8 
5.92 

72.63 
変更後 

 
6.50 

   
 

11.91 
 

 

合 計   
 

△45.96 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

理 由 

 

 市道の路線認定及び変更について、道路法第８条第２項及び第１０条第３項の規定によ

り議会の議決を得る必要がある。 
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議案第１８号 

 

   専決処分の承認を求めることについて 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、次のとおり専 

決処分したので、同条第３項の規定により議会に報告し、その承認を求める。 

 

  令和元年５月３０日提出 

 

船 橋 市 長  松  戸   徹  

 

 

   専  決  処  分  書 

 

 船橋市市税条例の一部を改正する条例については、地方税法等の一部を改正する法律（平

成３１年法律第２号）の施行に伴い、特に緊急を要するため議会を招集する時間的余裕が

ないので、地方自治法第１７９条第１項の規定により次のとおり専決処分する。 

 

  平成３１年３月３０日 

 

                        船 橋 市 長  松  戸   徹  
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議案第１９号 

 

   専決処分の承認を求めることについて 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、次のとおり専 

決処分したので、同条第３項の規定により議会に報告し、その承認を求める。 

 

  令和元年５月３０日提出 

 

船 橋 市 長  松  戸   徹  

 

 

   専  決  処  分  書 

 

 船橋市都市計画税条例の一部を改正する条例については、地方税法等の一部を改正する

法律（平成３１年法律第２号）の施行に伴い、特に緊急を要するため議会を招集する時間

的余裕がないので、地方自治法第１７９条第１項の規定により次のとおり専決処分する。 

 

  平成３１年３月３０日 

 

                        船 橋 市 長  松  戸   徹  
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議案第２０号 

 

   固定資産評価審査委員会委員選任の同意を求めることについて 

 

 固定資産評価審査委員会委員佐瀬 俊道は、令和元年６月３０日をもって任期が満了す

るので、引き続いて同人を委員に選任したいから、地方税法（昭和２５年法律第２２６号）

第４２３条第３項の規定により議会の同意を求める。 

 

  令和元年５月３０日提出 

 

船 橋 市 長  松  戸   徹  
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議案第２１号 

 

 船橋市市税条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

 令和元年５月３０日提出 

 

                        船 橋 市 長  松  戸   徹 

 

 

   船橋市市税条例の一部を改正する条例 

 

 船橋市市税条例（昭和２９年船橋市条例第３０号）の一部を次のように改正する。 

 第３４条の６第１項中「同項第１号に掲げる寄附金」を「同条第２項に規定する特例控

除対象寄附金」に改め、同条第２項中「第３１４条の７第２項」を「第３１４条の７第１

１項」に改める。 

 附則第７条の４中「第３１４条の７第２項第２号」を「第３１４条の７第１１項第２号」

に改める。 

 附則第９条第１項中「第３１４条の７第１項第１号に掲げる寄附金」を「第３１４条の

７第２項に規定する特例控除対象寄附金」に、「地方団体に対する寄附金」を「特例控除対

象寄附金」に、「地方団体の長」を「都道府県の知事又は市町村若しくは特別区の長（次項

及び第３項において「都道府県知事等」という。）」に改め、同条第２項及び第３項中「地

方団体の長」を「都道府県知事等」に改める。 

 附則第９条の２中「地方団体に対する寄附金」を「特例控除対象寄附金」に改める。 

   附 則 

（施行期日） 

第１条 この条例は、令和元年６月１日から施行する。 

（市民税に関する経過措置） 

第２条 この条例による改正後の船橋市市税条例（以下「新条例」という。）第３４条の６

並びに附則第７条の４及び第９条の２の規定は、令和２年度以後の年度分の個人の市民

税について適用し、令和元年度分までの個人の市民税については、なお従前の例による。 
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２ 新条例第３４条の６第１項及び附則第９条の２の規定の適用については、令和２年度

分の個人の市民税に限り、次の表の左欄に掲げる新条例の規定中同表の中欄に掲げる字

句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

第３４条の６第１項 特例控除対象寄附金 特例控除対象寄附金又は同条

第１項第１号に掲げる寄附金

（令和元年６月１日前に支出

したものに限る。） 

附則第９条の２ 特例控除対象寄附金 特例控除対象寄附金又は法第

３１４条の７第１項第１号に

掲げる寄附金（令和元年６月１

日前に支出したものに限る。） 

送付 送付又は船橋市市税条例の一

部を改正する条例（令和元年船

橋市条例第  号）附則第２条

第３項の規定によりなお従前

の例によることとされる同条

例による改正前の船橋市市税

条例附則第９条第３項の規定

による同条第１項に規定する

申告特例通知書の送付 

３ 新条例附則第９条第１項から第３項までの規定は、市民税の所得割の納税義務者が令

和元年６月１日以後に支出する地方税法等の一部を改正する法律（平成３１年法律第２

号。以下この項において「改正法」という。）第１条の規定による改正後の地方税法（昭

和２５年法律第２２６号）第３１４条の７第２項に規定する特例控除対象寄附金につい

て適用し、市民税の所得割の納税義務者が同日前に支出した改正法第１条の規定による

改正前の地方税法第３１４条の７第１項第１号に掲げる寄附金については、なお従前の

例による。 

 

 

 

 

理 由 

 

 地方税法の一部改正に伴い、寄附金税額控除等について、所要の改正等を行う必要があ

る。これが、この条例案を提出する理由である。 
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議案第２２号 

 

船橋市手数料条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

令和元年５月３０日提出 

 

                        船 橋 市 長  松  戸   徹  

 

 

船橋市手数料条例の一部を改正する条例 

 

船橋市手数料条例（昭和３６年船橋市条例第１１号）の一部を次のように改正する。 

 別表第１の３の項２の目中「１，５８０，０００円」を「１，５９０，０００円」に、

「１，９４０，０００円」を「１，９５０，０００円」に、「２，２６０，０００円」を「２，

２７０，０００円」に改める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和元年１０月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 改正後の船橋市手数料条例の規定は、令和元年１０月１日以後の申請に係る手数料に

ついて適用し、同日前の申請に係る手数料については、なお従前の例による。 

 

 

 

 

理 由 

 

 地方公共団体の手数料の標準に関する政令の一部改正に伴い、浮き屋根式特定屋外タン

ク貯蔵所及び浮き蓋付特定屋外タンク貯蔵所の設置の許可の申請に係る手数料について、

所要の改正を行う必要がある。これが、この条例案を提出する理由である。 
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